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１ 主な関係法令等 

☆介護保険法（平成9年法律第123号）

☆介護保険法施行令（平成10年政令第412号）

☆介護保険法施行規則（平成11年厚生省令第36号）

☆介護保険法に基づく指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営の基準等を定める条例

（平成24年岡山県条例第62号）

☆介護保険法に基づく指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及び運営並びに指定介護予防

サービス等に係る介護予防のための効果的な支援の方法の基準等を定める条例（平成24年岡山

県条例第65号）

☆介護保険法に基づき条例で規定された指定居宅サービス等及び指定介護予防サービス等の基準

等について（令和３年４月１日指第４７号）

☆指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準（平成12年厚生省告示第19号）

☆指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準（訪問通所サービス、居宅療養管理

指導及び福祉用具貸与に係る部分）及び指定居宅介護支援に要する費用の額の算定に関する

基準の制定に伴う実施上の留意事項について（平成12年老企第36号）

☆指定介護予防サービスに要する費用の額の算定に関する基準（平成18年厚生労働省告示第127

号）

☆指定介護予防サービスに要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意事項

について（平成18年老計発第0317001号・老振発第0317001号・老老発第0317001号）

☆厚生労働大臣が定める福祉用具貸与及び介護予防福祉用具貸与に係る福祉用具の種目（平成

11年厚生省告示第93号）

☆厚生労働大臣が定める特定福祉用具販売に係る特定福祉用具の種目及び厚生労働大臣が定め

る特定介護予防福祉用具販売に係る特定介護予防福祉用具の種目（平成11年厚生省告示第94

号）

☆介護保険における福祉用具の選定の判断基準について（令和6年老高発0802第2号）

☆介護保険の給付対象となる福祉用具及び住宅改修の取扱いについて （平成12年老企第34号)

☆厚生労働大臣が定める基準に適合する利用者等（平成27年厚生労働省告示第94号）

☆複数の福祉用具を貸与する場合の運用について（平成27年老振発第0372第3号）

※上記の法令･通知等は、次の文献、ホームページ等でもご確認ください。

文献：介護報酬の解釈 （発行：社会保険研究所）

① 単位数表編（青本） ②指定基準編（赤本） ③ＱＡ・法令編（緑本）

ＨＰ：厚生労働省 法令等データベースシステム 

 https://www.mhlw.go.jp/hourei/ 

厚生労働省 介護報酬について 

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/hukushi_kaigo/ 

kaigo_koureisha/housyu/index.html 

厚生労働省 介護サービス関係Ｑ＆Ａ 

https://www.mhlw.go.jp/topics/kaigo/index_qa.html 

総務省 法令データ提供システム 

https://elaws.e-gov.go.jp/ 

岡山県子ども・福祉部指導監査課 

社会福祉法、老人福祉法及び介護保険法に基づく設備及び運営等の基準 

https://www.pref.okayama.jp/page/571334.html 

※本資料は現時点でのものとなります。
指定基準・報酬算定要件等の詳細については、関連する告示・通知等の
最新情報を御確認ください。
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２ 令和７年度の主な変更等 

１ 今年度の新商品に係る貸与価格の上限設定等について 

 平成３０年１０月に設定された上限価格については、国において、審議会論議等を踏ま

え、今年度の見直しは行わず、新商品についてのみ貸与価格の上限設定等が行われること

となった。 

 今年度の新商品に係る福祉用具の全国平均貸与価格及び貸与価格の上限の公表は、次の

とおり行われている。 

・「令和 7 年 10 月貸与分から適用される福祉用具の全国平均貸与価格及び貸与価格の上限

の公表について」（R7.4.25 厚生労働省事務連絡）

・「令和 8 年 1 月貸与分から適用される福祉用具の全国平均貸与価格及び貸与価格の上限の

公表について」（R7.7.21 厚生労働省事務連絡）

・「令和 8 年 4 月貸与分から適用される福祉用具の全国平均貸与価格及び貸与価格の上限の

公表について」（R7.10.24 厚生労働省事務連絡）

・「令和 8 年 7 月貸与分から適用される福祉用具の全国平均貸与価格及び貸与価格の上限の

公表について」（R8.1.23 厚生労働省事務連絡）（次ページ参照）

※ 厚生労働省からの通知等は、指導監査課ホームページにも掲載するので、随時確認して

ください。 

＜指導監査課ホームページ＞ 

○福祉用具の全国平均貸与価格及び貸与価格の上限の公表について

https://www.pref.okayama.jp/page/647158.html

＜厚生労働省ホームページ＞ 

○福祉用具・住宅改修

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000212398.html
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事 務 連 絡 

令和８年１月 23日 

都道府県 

各 指定都市 介護保険主管課（室） 御中 

中 核 市 

厚生労働省老健局高齢者支援課 

令和８年７月貸与分から適用される福祉用具の全国平均貸与価格及び 

貸与価格の上限の公表について（新商品に係る分） 

日頃より、介護保険行政に御尽力いただき、厚く御礼申し上げます。 

福祉用具の全国平均貸与価格及び貸与価格の上限の公表については、「福祉用具貸与及

び介護予防福祉用具貸与の基準について」（平成 30 年３月 22 日老高発 0332 第１号厚生

労働省老健局高齢者支援課長通知）で示したとおり、新商品について３ヶ月に１度の頻度

で全国平均貸与価格の公表や上限価格を設けることとしております。 

この度、令和８年７月貸与分から適用される新商品に係る福祉用具の全国平均貸与価

格及び上限価格について、下記のとおりお知らせします。 

都道府県、指定都市及び中核市の担当課室におかれましては、管内市町村及び福祉用具

貸与事業者等に対し、広く周知いただくとともに、遺漏なく御対応願います。 

記 

令和８年７月貸与分より新たに全国平均貸与価格及び上限価格が適用される商品（新

商品のみ）及びその価格の掲載先について 

  厚生労働省のホームページに掲載していますので、以下を御参照いただきますよう

お願いします。 

掲載先（リンク埋め込み） 

厚生労働省ホームページ 公益財団法人テクノエイド協会 

【厚生労働省担当】 

  厚生労働省老健局 高齢者支援課 

福祉用具・住宅改修係 

電   話：03-5253-1111（内 3985） 

e-mail ：fukushiyougu@mhlw.go.jp 
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３ 総則・通則事項 

１．指定居宅サービス等及び指定介護予防サービス等に関する基準について（平成11年 9月 17日老

企第25号） 

第２ 総論 （抜粋） 

２ 用語の定義 

(1)「常勤換算方法」 

当該事業所の従業者の勤務延時間数を当該事業所において常勤の従業者が勤務すべき時間数（32時

間を下回る場合は 32 時間を基本とする。）で除することにより、当該事業所の従業者の員数を常勤

の従業者の員数に換算する方法をいうものである。この場合の勤務延時間数は、当該事業所の指定に

係る事業のサービスに従事する勤務時間の延べ数であり、例えば、当該事業所が訪問介護と訪問看護

の指定を重複して受ける場合であって、ある従業者が訪問介護員等と看護師等を兼務する場合、訪問

介護員等の勤務延時間数には、訪問介護員等としての勤務時間だけを算入することとなるものである

こと。 

ただし、雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保等に関する法律（昭和 47 年法律第

113号）第13条第１項に規定する措置（以下「母性健康管理措置」という。）又は育児休業、介護休

業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律（平成３年法律第76号。以下「育児・介護休

業法」という。）第23条第１項、同条第３項又は同法第24条に規定する所定労働時間の短縮等の措

置若しくは厚生労働省「事業場における治療と仕事の両立支援のためのガイドライン」に沿って事業

者が自主的に設ける所定労働時間の短縮措置（以下「育児、介護及び治療のための所定労働時間の短

縮等の措置」という。）が講じられている場合、30時間以上の勤務で、常勤換算方法での計算に当た

り、常勤の従業者が勤務すべき時間数を満たしたものとし、１として取り扱うこと。 

(2)「勤務延時間数」 

勤務表上、当該事業に係るサービスの提供に従事する時間又は当該事業に係るサービス提供のため

の準備等を行う時間（待機の時間を含む。）として明確に位置付けられている時間の合計数とする。

なお、従業者１人につき、勤務延時間数に参入することができる時間数は、当該事業所において常勤

の従業者が勤務すべき勤務時間数を上限とすること。 

(3)「常勤」 

当該事業所における勤務時間が、当該事業所において定められている常勤の従業者が勤務すべき時

間数（32時間を下回る場合は32時間を基本とする。）に達していることをいうものである。ただし、

母性健康管理措置又は育児、介護及び治療のための所定労働時間の短縮等の措置が講じられている者

については、利用者の処遇に支障がない体制が事業所として整っている場合は、例外的に常勤の従業

者が勤務すべき時間数を30時間として取り扱うことを可能とする。 

同一の事業者によって当該事業所（同一敷地内に所在する又は道路を隔てて隣接する事業所をい

う。ただし、管理上支障がない場合は、その他の事業所を含む。）に併設される事業所の職務であっ

て、当該事業所の職務と同時並行的に行われることが差し支えないと考えられるものについては、そ

れぞれに係る勤務時間の合計が常勤の従業者が勤務すべき時間数に達していれば、常勤の要件を満た

すものであることとする。例えば、１の事業者によって行われる指定訪問介護事業所と指定居宅介護

支援事業所が併設されている場合、指定訪問介護事業所の管理者と指定居宅介護支援事業所の管理者

を兼務している者は、その勤務時間の合計が所定の時間に達していれば、常勤要件を満たすこととな

る。 
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また、人員基準において常勤要件が設けられている場合、従事者が労働基準法（昭和22年法律第49

号）第65条に規定する休業（以下「産前産後休業」という。）、母性健康管理措置、育児・介護休業

法第２条第１号に規定する育児休業（以下「育児休業」という。）、同条第２号に規定する介護休業

（以下「介護休業」という。）、同法第23条第２項の育児休業に関する制度に準ずる措置又は同法第

24条第１項（第２号に係る部分に限る。）の規定により同項第２号に規定する育児休業に関する制度

に準じて講ずる措置による休業（以下「育児休業に準ずる休業」という。）を取得中の期間において、

当該人員基準において求められる資質を有する複数の非常勤の従事者を常勤の従業者の員数に換算す

ることにより、人員基準を満たすことが可能であることとする。 

(4)「専ら従事する」「専ら提供に当たる」 

原則として、サービス提供時間帯を通じて当該サービス以外の職務に従事しないことをいうもので

ある。この場合のサービス提供時間帯とは、当該従業者の当該事業所における勤務時間（指定通所介

護及び指定通所リハビリテーションについては、サービスの単位ごとの提供時間）をいうものであり、

当該従業者の常勤・非常勤の別を問わない。ただし、指定通所介護及び指定通所リハビリテーション

については、あらかじめ計画された勤務表に従って、サービス提供時間帯の途中で同一の職種の従業

者と交代する場合には、それぞれのサービス提供時間を通じて当該サービス以外の職務に従事しない

ことをもって足りるものである。 

２．居宅サービス単位数表（訪問介護費から通所リハビリテーション費まで及び福祉用具貸与費に係

る部分に限る。）に関する通則事項（平成12年 3月 1日老企第36号） 

第２の１ 通則 （抜粋）   ※単位数は令和6年4月の報酬改定時のもの

(1)算定上における端数処理について 

① 単位数算定の際の端数処理

単位数の算定については、基本となる単位数に加減算の計算（何らかの割合を乗ずる計算に限る。）

を行う度に、小数点以下の端数処理（四捨五入）を行っていくこととする。つまり、絶えず整数値に

割合を乗じていく計算になる。 

ただし、特別地域加算等の支給限度額管理対象外となる加算や事業所と同一建物の利用者又はこれ

以外の同一建物利用者20 人以上にサービスを行う場合の減算を算定する場合等については、対象と

なる単位数の合計に当該加減算の割合を乗じて、当該加減算の単位数を算定することとする。 

（例１）訪問介護（身体介護中心 30 分以上1時間未満で387 単位） 

・夜間又は早朝にサービスを行う場合、所定単位数の25％を加算

387×1.25＝483.75→484 単位

・この事業所が特定事業所加算(Ⅳ)を算定している場合、所定単位数の３％を加算

484×1.03＝498.52→499 単位

＊387×1.25×1.03＝498.2625 として四捨五入するのではない。 

（例２）訪問介護（身体介護中心 30 分以上１時間未満で396 単位） 

・月に６回サービスを行い、特別地域加算の対象となる場合、対象となる単位数の合計に15％を加

算

387×６回＝2,322 単位

2,322×0.15＝348.3→348 単位

② 金額換算の際の端数処理

算定された単位数から金額に換算する際に生ずる１円未満（小数点以下）の端数については「切り
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捨て」とする。 

（例）前記①の事例（例１）で、このサービスを月に８回提供した場合（地域区分は１級地） 

  499 単位×8回＝3,992 単位 

  3,992 単位×11.40 円／単位＝45,508.80 円→45,508 円 

なお、サービスコードについては、加算等を加えた一体型の合成コードを基本として作成しており、

その合成単位数は、既に端数処理をした単位数（整数値）である。 

 

(2)サービス種類相互の算定関係について 

  特定施設入居者生活介護又は認知症対応型共同生活介護若しくは地域密着型特定施設入居者生

活介護を受けている間については、その他の指定居宅サービス又は指定地域密着型サービスに係る

介護給付費（居宅療養管理指導費を除く。）は算定しないものであること。ただし、特定施設入居

者生活介護又は認知症対応型共同生活介護の提供に必要がある場合に、当該事業者の費用負担によ

り、その利用者に対してその他の居宅サービス又は地域密着型サービスを利用させることは差し支

えないものであること。また、短期入所生活介護又は短期入所療養介護を受けている間については、

訪問介護費、訪問入浴介護費、訪問看護費、訪問リハビリテーション費、居宅療養管理指導費、通

所介護費及び通所リハビリテーション費並びに定期巡回・随時対応型訪問介護看護費、夜間対応型

訪問介護費、地域密着型通所介護費、認知症対応型通所介護費、小規模多機能型居宅介護費及び複

合型サービス費は算定しないものであること。 

  また、同一時間帯に通所サービスと訪問サービスを利用した場合は、訪問サービスの所定単位数

は算定できない。例えば、利用者が通所サービスを受けている時間帯に本人不在の居宅を訪問して

掃除等を行うことについては、訪問介護の生活援助として行う場合は、本人の安否確認・健康チェ

ック等も合わせて行うべきものであることから、訪問介護（生活援助が中心の場合）の所定単位数

は算定できない（利用者不在時の訪問サービスの取扱いについては、当該時間帯に通所サービスを

利用するかどうかにかかわらず、同様である。）。なお、福祉用具貸与費については、短期入所生

活介護又は短期入所療養介護を受けている者についても算定が可能であること。 

 

(3)施設入所日及び退所日等における居宅サービスの算定について 

  介護老人保健施設、介護療養型医療施設若しくは介護医療院の退所（退院）日又は短期入所療養

介護のサービス終了日（退所・退院日）については、訪問看護費、訪問リハビリテーション費、居

宅療養管理指導費及び通所リハビリテーション費は算定できない。訪問介護等の福祉系サービスは

別に算定できるが、施設サービスや短期入所サービスでも、機能訓練やリハビリテーションを行え

ることから、退所（退院）日に通所介護サービスを機械的に組み込むといった居宅サービス計画は

適正でない。 

  また、入所（入院）当日であっても当該入所（入院）前に利用する訪問通所サービスは別に算定

できる。ただし、入所（入院）前に通所介護又は通所リハビリテーションを機械的に組み込むとい

った居宅サービス計画は適正でない。 

  また、施設入所（入院）者が外泊又は介護老人保健施設、経過型介護療養型医療施設若しくは介

護医療院の試行的退所を行っている場合には、外泊時又は試行的退所時に居宅サービスは算定でき

ない。 

 

 

３．指定介護予防サービスに要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意事項につ

いて（平成18年 3月 17日老計発第0317001 号･老振発第0317001 号･老老発第0317001号） 

 

指定介護予防サービス単位数表に関する事項 第２の１通則 （抜粋） 
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(1)算定上における端数処理について （省略） 

(2)サービス種類相互の算定関係について 

  介護予防特定施設入居者生活介護又は介護予防認知症対応型共同生活介護費を受けている間に

ついては、その他の介護予防サービス費又は地域密着型介護予防サービス費（介護予防居宅療養管

理指導費を除く。）は算定しないものであること。ただし、指定介護予防特定施設入居者生活介護

の提供に必要がある場合に、当該事業者の費用負担により、その利用者に対してその他の介護予防

サービス又は地域密着型介護予防サービスを利用させることは差し支えないものであること。ま

た、介護予防短期入所生活介護又は介護予防短期入所療養介護を受けている間については、介護予

防訪問入浴介護費、介護予防訪問看護費、介護予防訪問リハビリテーション費、介護予防居宅療養

管理指導費及び介護予防通所リハビリテーション費並びに介護予防認知症対応型通所介護費及び

介護予防小規模多機能型居宅介護費は算定しないものであること。 

  なお、介護予防福祉用具貸与費については、介護予防短期入所生活介護又は介護予防短期入所療

養介護を受けている者についても算定が可能であること。 

 

(3)退所日等における介護予防サービス費の算定について 

  介護予防短期入所療養介護のサービス終了日（退所・退院日）については、介護予防訪問看護費、

介護予防訪問リハビリテーション費、介護予防居宅療養管理指導費及び介護予防通所リハビリテー

ション費は算定できない。指定相当訪問型サービス等の福祉系サービスは別に算定できるが、介護

予防短期入所サービスにおいても機能訓練やリハビリテーションを行えることから、退所（退院）

日に指定相当通所型サービスを機械的に組み込むといった介護予防サービス計画は適正でない。 

なお、入所（入院）当日であっても当該入所（入院）前に利用する介護予防訪問通所サービスは

別に算定できる。ただし、入所（入院）前に指定相当通所型サービス又は介護予防通所リハビリテ

ーションを機械的に組み込むといった介護予防サービス計画は適正ではない。 
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４ 実施に当たっての留意事項について 

※以下各番号は自己点検シート（人員・設備・運営編）に対応しているため、飛んでいる番号もあり

ます。

第１ 基本方針 

○福祉用具貸与・販売の事業は、利用者が可能な限りその居宅において、その有する能力に応じ自

立した日常生活を営むことができるよう、利用者の心身の状況、希望及びその置かれている環境

を踏まえた適切な福祉用具・特定福祉用具の選定の援助、取付け、調整等を行い、福祉用具を貸

与・特定福祉用具を販売することにより、利用者の日常生活上の便宜を図り、その機能訓練に資

するとともに、利用者を介護する者の負担の軽減を図るものでなければならない。

（ポイント） 

・介護保険における福祉用具は、「便利だから」利用するというものではなく、利用者の心身の状

況に応じ、必要と判断された場合に利用できるサービスである。 

第２ 人員に関する基準 

１ 福祉用具専門相談員の員数 

✕福祉用具専門相談員の配置数が不足している。

（ポイント） 

・常勤換算方法で２以上の員数の福祉用具専門相談員を配置すること。 

※管理者が福祉用具専門相談員でない場合は、管理者とは別に常勤換算方法で2以上の員数の福

祉用具専門相談員が必要となる。 

（参考） 

※福祉用具貸与、介護予防福祉用具貸与、特定福祉用具販売、特定介護予防福祉用具販売の指定を

併せて受け、事業が同一の事業所において一体的に運営されている場合については、福祉用具専

門相談員は常勤換算方法で２人をもって足りるものである。

✕福祉用具専門相談員の資格証等の写しが事業所に整理・保存されていない。

（ポイント） 

・全ての福祉用具専門相談員の資格証等を原本で確認し、写しを整理・保存しておくこと。  

（※無資格者にサービス提供させたとして、取消処分の事例有り）  

（参考） 

※【資格】保健師、看護師（正、准）、理学療法士、作業療法士、社会福祉士、介護福祉士、義肢

装具士、福祉用具専門相談員指定講習修了者。

✕雇用契約書又は労働条件通知書等により、当該事業所の管理者の指揮命令下にあること及び職務

の内容が明確にされていない。
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（ポイント）    

・常勤・非常勤を問わず、労働契約の締結に際し、従業者に賃金、労働条件（雇用期間、就業場所

、従事する業務（兼務の職務）、勤務時間等）を明示すること。(労働基準法第15条) 

・労働条件通知書、雇用契約書を作成し、交付すること。 

・法人代表、役員が管理者又は従業者となる場合も、就業場所、従事する業務、勤務時間等を明ら

かにすること。 

２ 管理者 

✕管理者が常勤・専従の要件を満たしていない。

（ポイント） 

・管理者は、専らその職務に従事する常勤の管理者が原則。 

ただし管理上支障がない場合は、①又は②との兼務可。 

① 当該事業所の福祉用具専門相談員の職務 

② 他の事業所、施設等の職務 

※兼務する職務が当該事業所の管理業務と同時並行的に行えない場合は不可。 

※他の事業所の利用者に対してサービス提供を行う業務との兼務は不可。 

※管理者が兼務できる事業所の範囲について、管理者がその責務を果たせる場合には、同一敷

地内における他の事業所、施設等ではない場合も差し支えないこととした。【令和６年４月

から】  

第３ 設備に関する基準 

設備及び備品等 

（ポイント） 

・事務室、相談室、（福祉用具貸与については福祉用具の保管、消毒のために必要なスペース、消

毒用器材）を適切に備えていること。 

※【福祉用具貸与、介護予防福祉用具貸与】

✕福祉用具の保管状況が不適切である。

（ポイント） 

・清潔であること。 

・既に消毒又は補修がなされている福祉用具とそれ以外の福祉用具を明確に区分すること。 

・消毒のために必要な器材は当該事業所で取り扱う福祉用具の種類及び材質等からみて適切な消毒

効果を有するものであること。※ただし、福祉用具の保管又は消毒を他の事業者に行わせる場合

（業務委託等）にあっては、福祉用具の保管又は消毒のために必要な設備又は器材を有しないこ

とができる。 
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第４ 運営に関する基準 

１ 内容及び手続の説明及び同意 

✕「重要事項説明書」の記載事項が不十分。

・苦情相談を受ける窓口として、事業所の通常の事業の実施地域内の市町村の窓口や岡山県国民

健康保険団体連合会などの記載がない。

・事故発生時の連絡先に事業所を所管する県民局の記載がない。

・記載内容が、現状の体制と異なっている。

・令和６年度介護報酬改定後の内容が反映されていない。

（ポイント） 

 【重要事項】 

①事業所の運営規程の概要 ②福祉用具専門相談員の勤務の体制 

③事故発生時の対応  ④苦情処理の体制 

⑤利用者から事業者への緊急連絡先  

 ⑥その他サービスを選択するために必要な重要事項 

・掲載する情報の見直しを行い、利用者への正しい情報提供に努めること。 

✕重要事項の説明を行っていない。

✕指定福祉用具貸与（販売）の提供開始後に重要事項の説明を行っている。

（ポイント） 

・「重要事項説明書」は、利用申込者が事業所を選択するために重要な事項を説明するためのもの

であるので、あらかじめ当該説明書を交付又は利用申込者等の承諾を得て電磁的方法により提供

して説明を行い、サービスの提供の開始について利用申込者の同意を得ること。 

・当該同意については、利用者及び事業者双方の保護の立場から、書面によって得ることが望まし

い。 

✕「重要事項説明書」と「運営規程」の記載（営業時間、通常の事業の実施地域、サービス提供の

内容など）が相違している。

（ポイント） 

・「運営規程」の内容を基本にして作成し、事業の実態とも整合していること。 

※運営規程の内容を変更する場合は、別途、変更届が必要。 

２ 提供拒否の禁止 

✕正当な理由なくサービスの提供を拒んでいる。

（ポイント） 

・要介護度や所得の多寡を理由にサービス提供の拒否はできない。 

 （例）MRSA保菌者というだけでは、正当な理由に当たらない。 

・正当な理由とは、次のような場合である。 

① 事業所の現員では対応しきれない場合。 

② 利用申込者の居住地が通常の事業の実施地域外である場合。 

③ 適切な指定福祉用具貸与・指定特定福祉用具販売を提供することが困難である場合。 

10



３ サービス提供困難時の対応 

✕サービス提供困難時に適切な対応をしていない。

（ポイント） 

・受け入れができない場合は、次の対応を速やかに行うこと。 

① 当該利用申込者に係る居宅介護支援事業者への連絡 

② 適当な他の事業者等の紹介 

③ その他必要な措置 

４ 受給資格等の確認 

✕受給資格の確認をすることなくサービス提供を行っている。

（ポイント） 

・利用に係る費用につき保険給付を受けることができるのは、要介護認定（要支援認定を含む。以

下同じ。）を受けている被保険者に限られることから、サービス提供の開始に際し、被保険者証

により次の内容を確認すること。 

① 被保険者資格 

② 要介護認定等の有無 

③ 要介護認定等の有効期間 

・被保険者証に、指定居宅サービスの適切かつ有効な利用等に関し、当該被保険者が留意すべき事

項に係る認定審査会意見が記載されている場合は、これに配慮してサービスを提供するように努

めること。 

６ 心身の状況等の把握 

✕サービス提供開始時及び計画変更時等において把握した、利用者の心身の状況等について記録し

ていない。

（ポイント） 

・本人や家族との面談、サービス担当者会議等を通じて把握した利用者の心身の状況等の内容を記

録として残すこと。 

７ 居宅介護支援事業者等との連携 

○福祉用具貸与・販売を提供するに当たっては、居宅介護支援事業者その他保健医療サービス又は

福祉サービスを提供する者との密接な連携に努めなければならない。

（ポイント） 

・利用者の心身の状況、福祉用具の特性、その者の置かれている環境を十分に踏まえ、福祉用具が

適切に選定され、かつ、使用されるよう、サービス担当者会議等を通じ、介護支援専門員に対し

て専門的知識に基づき助言を行うことにより、必要に応じた居宅サービス計画の見直しが行われ

るようにすること。 
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９ 居宅サービス計画に沿ったサービスの提供 

✕居宅サービス計画と実際に実施したサービス提供の内容が整合していない。

（ポイント） 

・居宅サービス計画と実施したサービス提供の内容は整合させる必要がある。 

・居宅サービス計画に基づかないサービス提供については、介護報酬を算定することはできない。 

１１ 身分を証する書類の携行 

✕事業所の従業者である旨の証明書が作られていない。

（ポイント） 

・事業所の名称、従業者の氏名を記載するものとし、当該従業者の写真や職能の記載を行うことが

望ましい。 

１２ サービスの提供の記録 

✕サービス提供した際の必要な事項を記録していない。

✕利用者ごとに記録されていない。

（ポイント） 

・利用者の心身の状況の記載がない、単にサービス内容を記載したもの等記録として不十分なもの

が見受けられるので、今後のサービス提供に活かすために、利用者の心身の状況について把握し

たことについても記録すること。 

※【福祉用具貸与】については、以下について記載すること。 

①提供の開始日、終了日   ②種目、品名、介護給付の額 

③利用者の心身の状況    ④その他必要な事項 

※【福祉用具販売】については、以下について記載すること。 

①提供日          ②提供した具体的なサービス内容 

③利用者の心身の状況    ④その他必要な事項 

・利用者からの申出があった場合には、適切な方法により実績の情報を提供すること。 

✕実施したサービスの内容を記録していない。

（ポイント） 

・サービス提供の記録は、介護報酬の請求の根拠となるため、介護報酬の請求内容を説明できるだ

けの内容の記録が必要となる。 

※サービス提供記録がない場合には、過誤調整を指導する場合がある。 

※【福祉用具貸与、介護予防福祉用具貸与】

✕軽度者に対象外種目を貸与しているが、対象外種目の要否が判断されるに至ったことが分かる記

録（基本調査結果、サービス担当者会議の記録等）がない。
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（ポイント）                    

・軽度者に対して、対象外種目に係る指定福祉用具貸与費を算定する場合には、その根拠となる記

録が必要となるので、入手した認定調査の結果、適切なケアマネジメントの記録、医師の所見と

適切なケアマネジメントを市町村が確実に確認し必要と判断した記録等は、サービス記録と併

せて保管すること。 

 

１３ 利用料等の受領【福祉用具貸与、介護予防福祉用具貸与】 

１３ 販売費用の額等の受領【特定福祉用具販売、特定介護予防福祉用具販売】 

 ✕あいまいな名目の費用の支払いを受けている。 

（ポイント） 

・利用料（販売費用の額）以外に次の費用について支払いを受けることができる。 

  ① 通常の事業の実施地域を越えた地点からの交通費 

  ② 福祉用具の搬出入に特別な措置が必要な場合の当該措置に係る費用 

・上記①②の支払いを受ける事業所は、運営規程に料金等を明確に規定しておくこと。 

・上記①②の支払いを受けることについて、あらかじめ説明を行い、利用者の同意を得ること。 

・受領した利用者負担を金品等に替えて直接的又は間接的に供与し､事実上利用者負担を軽減する

ことは認められない（自己のサービス提供を前提に、自己以外の者から金品等を供与することも

不可）。【平成２７年４月から】 

 

 ✕利用者に領収証を交付していない。 

（ポイント） 

・サービス提供に係る支払いを受けた都度、利用者に領収証を交付すること。 

  ※口座振込の場合であっても領収証を交付すること。 

※介護報酬自己負担額及びその他の費用の額（各費用ごと）を区分して記載すること。 

 ※「一式」といった記載ではなく、品目ごとの額を明らかにすること。 

 

※【福祉用具貸与、介護予防福祉用具貸与】 

 ○前払いによる利用料の徴収について 

（ポイント） 

・福祉用具貸与（介護予防福祉用具貸与）事業者は、利用者から前払いにより数箇月分の利用料を

徴収することも可能とするが、利用者の要介護認定の有効期間を超える部分について前払いによ

り利用料を徴収してはならない。 

                                                                                

 〇単品利用料と減額利用料の設定について                                         

 （ポイント） 

 ・複数の福祉用具を貸与する事業者はあらかじめ事業所内のシステム等において一つの用具に対

して単品利用料と減額利用料を設定すること。また、運営規定等に単品利用料と減額利用料のい

ずれについても記載すること。 
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１４ 保険給付の請求のための証明書の交付 

 【福祉用具貸与、介護予防福祉用具貸与】 

１４ 保険給付の申請に必要となる書類等の交付 

【特定福祉用具販売、特定介護予防福祉用具販売】 

※【福祉用具貸与、介護予防福祉用具貸与】

○保険給付請求のための証明書の交付について

（ポイント） 

・法定代理受領に該当しない福祉用具貸与に係る利用料の支払いを受けた場合は、次の事項を記載

したサービス提供証明書を交付すること。 

① 提供した福祉用具貸与の種目 ② 品名 

③ 費用の額 ④ その他必要と認められる事項 

※【特定福祉用具販売、特定介護予防福祉用具販売】

○保険給付申請のための書類等の交付について

（ポイント） 

・福祉用具販売に係る販売費用の額の支払いを受けた場合は、次の書類等を利用者に交付すること

。 

① 当該福祉用具販売事業所の名称、提供した特定福祉用具の種目、品目の名称、販売費用の

額、その他必要事項を記載した証明書 

② 領収書 

③ 当該特定福祉用具のパンフレット、当該特定福祉用具の概要 

１５ 福祉用具貸与・特定福祉用具販売の基本的取扱方針 

○サービスの質の評価について

（ポイント） 

・提供されたサービスについて、目標達成の度合いや利用者及びその家族の満足度等について常に

評価を行うこと。 

・サービスの質の評価は、事業者自らが行うことはもちろんのこと、第三者の観点からの評価など

も取り入れるなど、多様な評価方法（例えば利用者又はその家族からの評価（アンケート）など

も含まれる。）を用いること。【県独自】 

・評価の結果を踏まえ、常にサービスの改善を図り、より良いサービスの提供を行うこと。 

１６ 福祉用具貸与・特定福祉用具販売の具体的取扱方針 

✕福祉用具貸与・販売の提供に係る業務を福祉用具の製造事業者に行わせている。

（ポイント） 

・以下の業務については、原則として、事業所の福祉用具専門相談員が行わなければならない。 

① 福祉用具貸与計画・特定福祉用具販売計画に基づき、福祉用具が適切に選定され、かつ、

使用されるよう、専門的知識に基づき相談に応じること。 

② 目録等の文書を示して福祉用具の機能、使用方法、利用料、全国平均貸与価格等に関する

情報を提供し､個別の福祉用具の提供に係る同意を得ること。 
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③ 提供する福祉用具の機能、安全性、衛生状態等に関し、点検を行うこと。 

④ 利用者の身体の状況等に応じて福祉用具の調整を行うとともに、福祉用具の使用方法、使

用上の留意事項、故障時の対応等を記載した文書を利用者に交付し、十分な説明を行った

上で、必要に応じて利用者に実際に使用させながら使用方法の指導を行うこと。 

※【福祉用具貸与】特に、電動車いす、移動用リフト等の使用に際し安全性の面から注意が

必要な福祉用具については、訓練操作の必要性等、利用に際しての注意事項を十

分説明すること。 

自動排泄処理装置等の使用に際し、衛生管理の面から注意が必要な福祉用具に

ついては、利用者又は家族等が日常的に行わなければならない衛生管理（洗浄、

点検等）について十分説明すること。 

※【特定福祉用具販売】特に、腰掛け便座、自動排泄処理装置の交換可能部品等の使用に際

し衛生面から注意が必要な福祉用具については、衛生管理の必要性等、利用に

際しての注意事項を十分説明すること。 

⑤ サービス担当者会議等を通じて、福祉用具の選定のための助言及び情報提供を行う等の必

要な措置を講じること。 

⑥【福祉用具貸与】 

利用者からの要請に応じて、貸与した福祉用具の使用状況を確認し、必要な場合は、使用

方法の指導、修理等を行うこと。 

特に、自動排泄処理装置等の使用に際し、衛生管理の面から注意が必要な福祉用具につい

ては、製造事業者が規定するメンテナンス要領等に則り、定期的な使用状況の確認、衛生

管理、保守・点検を確実に実施すること。 

※ただし、福祉用具の運搬、回収、修理、保管、消毒等の利用者のサービスの利用に直接影響を

及ぼさない業務については、第三者に行わせることも認められる。 

※【福祉用具貸与】福祉用具の修理については、専門的な技術を有する者（福祉用具の製造事業

者等）に行わせても差し支えないが、この場合でも、福祉用具専門相談員が責任

を持って修理後の点検を行うこと。 

⑦【福祉用具貸与】 

同一種目における機能又は価格帯の異なる複数の福祉用具に関する情報を、利用者に提

供すること。 

・利用者又は他の利用者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘

束等を行ってはならないこと。 

・身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の利用者の心身の状況並びに緊急やむ

を得ない理由を記録しなければならないこと。 

・一部の福祉用具について貸与と販売の選択制を導入するに伴い、以下の対応を行うこと。 

①選択制の対象福祉用具の提供に当たっては、福祉用具専門相談員又は介護支援専門員が、福祉

用具貸与又は特定福祉用具販売のいずれかを利用者が選択できることについて、利用者等に対

し、メリット及びデメリットを含め十分説明を行うこととするとともに、利用者の選択に当た

って必要な情報を提供すること及び医師や専門職の意見、利用者の身体的状況等を踏まえ、提

案を行うこと。 
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②【特定福祉用具販売】利用者等からの要請等に応じて、販売した福祉用具の使用状況を確認す

るよう努めるとともに、必要な場合は、使用方法の指導、修理等（メンテナンス）を行うよう

努めること。 

○必要に応じ、利用者が成年後見制度を活用することができるように配慮すること。

【県独自】 

（ポイント） 

・成年後見制度は、認知症、障害等により判断能力が不十分な状態にある方を法律的な面で保護し

、支援するための制度である。 

・事業者は、適正な契約手続等を行うために成年後見制度の活用が必要と認められる場合（利用者

自身では、各種契約、不動産・預貯金等の財産の管理等が困難であり、利用者を法律的に支援す

る必要がある等）は、地域包括支援センターや市町村担当課等の相談窓口を利用者に紹介する等

関係機関と連携し、利用者が成年後見制度を活用することができるように配慮すること。 

１７ 福祉用具貸与計画・特定福祉用具販売計画の作成 

○利用者の状態に応じた福祉用具の選定や介護支援専門員等との連携を強化するため、利用者ごと

に個別サービス計画の作成が義務づけられたもの。

○福祉用具貸与（販売）計画の様式については、各事業所ごとに定めるもので差し支えない。（一

般社団法人全国福祉用具専門相談員協会が提案する「福祉用具サービス計画書」等を適宜参考と

すること。）

✕福祉用具貸与（販売）計画を作成していない。

✕福祉用具貸与（販売）計画の作成に当たり、利用者がおかれている環境等の把握が十分なされて

いない。

✕福祉用具貸与（販売）計画の、利用者への説明・同意・交付がなされていない。

（ポイント） 

・利用者の希望、心身の状況及びその置かれている環境を踏まえ、福祉用具貸与（販売）の目標、

当該目標を達成するための具体的なサービスの内容及び福祉用具貸与については福祉用具貸与

計画の実施状況の把握を行う時期等を記載した福祉用具貸与（販売）計画を作成すること。この

場合において、福祉用具販売（貸与）の利用があるときは、その計画と一体のものとして作成す

ること。 

＜計画に最低限記載すべき事項＞ 

①利用者の基本情報（氏名、年齢、性別、要介護度等） 

②福祉用具が必要な理由 

③福祉用具の利用目標 

④具体的な福祉用具の機種と当該機種を選定した理由 

⑤その他関係者間で共有すべき情報（福祉用具を安全に利用するために特に注意が必要な事項

、日常の衛生管理に関する留意点等） 

⑥【福祉用具貸与】福祉用具貸与計画の実施状況の把握（モニタリング）を行う時期 

・既に居宅サービス計画（介護予防サービス計画）が作成されている場合は当該サービス計画の内

容に沿って作成すること。 
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※【福祉用具貸与】福祉用具貸与計画の作成後に居宅サービス計画（介護予防サービス計画）が

作成された場合は当該福祉用具貸与計画が居宅サービス計画（介護予防サービス計画）に沿っ

たものであるか確認し、必要に応じて変更すること。 

・福祉用具貸与（販売）計画の作成に当たっては、その内容について利用者又はその家族に対して

説明し、利用者の同意を得ること。 

・福祉用具貸与（販売）計画を作成した際には、当該福祉用具貸与（販売）計画を利用者及び利用

者に係る介護支援専門員に交付すること。 

【福祉用具貸与】 

・福祉用具貸与計画の作成後、当該福祉用具貸与計画の実施状況の把握（モニタリング）を行い、

モニタリングの結果を記録し、当該記録を当該サービスの提供に係る居宅サービス計画を作成し

た指定居宅介護支援事業者に報告すること。モニタリングの結果を踏まえ、必要に応じて当該福

祉用具貸与計画の変更を行うこと。 

・一部の福祉用具について貸与と販売の選択制を導入するに伴い、以下の対応を行うこと。 

①【福祉用具貸与】選択制の対象福祉用具の提供に当たっては、福祉用具専門相談員が、利用開

始後6月以内に少なくとも1回モニタリングを行い、貸与継続の必要性について検討を行うこ

と 

②【特定福祉用具販売】選択制の対象福祉用具の提供に当たっては、福祉用具専門相談員が、特

定福祉用具販売計画の作成後、当該計画における目標の達成状況を確認すること。 

＜介護予防福祉用具貸与計画について＞ 

・介護予防福祉用具貸与計画に基づくサービス提供の開始時から、必要に応じ、当該計画の実施状

況の把握（モニタリング）を行うこと。 

①介護予防福祉用具貸与計画に定める計画期間が終了するまでに、少なくとも１回を目安として

モニタリングを行うこと。 

②介護予防福祉用具貸与計画に定める計画期間終了時点のモニタリングを行うこ   と。 

・モニタリングの結果を記録し、当該記録を当該サービスの提供に係る介護予防サービス計画を作

成した指定介護予防支援事業者に報告すること。 

・モニタリングの結果を踏まえ、必要に応じて介護予防福祉用具貸与計画の変更を行うこと。 

１９ 管理者の責務 

✕管理者が従業者の業務の把握をしていない。

✕管理業務全般を他の従業者に任せており、実際には管理者が管理しておらず、届出上のみ管理者

となっている。
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（ポイント） 

・管理者の責務とは 

① 当該事業所の従業者の管理 

② 福祉用具貸与（販売）の利用申込みに係る調整 

③ 業務の実施状況の把握 

④ 当該事業所の従業者に運営に関する基準を遵守させるための必要な指揮命令 

※不正を防ぐための取組や仕組が事業所にあるかどうか再点検すること。 

２０ 運営規程 

✕介護予防サービス事業に係る運営規程が整備されていない。

✕運営規程に定めている営業日・営業時間が、事業所の実態と整合していない。

✕運営規程の記載内容が不十分。

（ポイント） 

・福祉用具貸与と介護予防福祉用具貸与（特定福祉用具販売と特定介護予防福祉用具販売）を一体

的に行う場合においては、運営規程を一体的に作成することも差し支えないが、必ず介護予防（

要支援者）に関する内容を記載すること。 

・運営規程には少なくとも次の内容を記載すること。 

① 事業の目的及び運営の方針 

② 従業者の職種、員数及び職務内容 

③ 営業日及び営業時間 

④ 福祉用具貸与（販売）の提供方法、取り扱う種目及び利用料（販売費用）の額その他の費用

の額 

⑤ 通常の事業の実施地域 

⑥ 虐待の防止のための措置に関する事項 

⑦ その他運営に関する重要事項（【福祉用具貸与】福祉用具の消毒方法等）

※【福祉用具貸与、介護予防福祉用具貸与】

✕月の途中で利用を開始・終了する場合の料金の取扱いについて、運営規程に定められていない。

（ポイント） 

・居宅介護支援の給付管理が適切になされるよう、日割り計算又は半月単位の計算方法を運営規程

に記載する必要がある。 

２１ 勤務体制の確保等 

✕派遣、委託、請負といった形態でサービス提供を行っているが、契約関係が不明確。

（ポイント） 

・労働者派遣法に基づき派遣会社から派遣された福祉用具専門相談員については、福祉用具事業所

に指揮命令権が生じるので可能であるが、派遣会社と福祉用具事業所との契約において、業務の

指示関係について明記しておくことが必要である。 

※「業務の委託契約」や「業務の請負契約」は、指揮命令関係が生じないため不可。 
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✕勤務予定表が適切に作成されていない。

・翌月の勤務予定表が前月末までに作成されていない。

・勤務予定表が事業所ごとに作成されていない。

・勤務予定表の営業日に福祉用具専門相談員が配置されていない。

・非常勤職員について勤務予定の管理を行っていない。

（ポイント） 

・管理者を含む全ての従業者を記載し、事業所ごと、月ごとに作成すること。 

【勤務予定表記載事項】 

① 従業者の日々の勤務時間 

② 職種 

③ 常勤・非常勤の別 

④ 兼務の状況（別事業所の兼務も含む） 

〇職場におけるハラスメント（セクハラ、パワハラ及びカスハラ）の防止について 

 （ポイント） 

◆事業主が講ずるべき措置の具体的内容 

① 事業主の方針等の明確化及びその周知・啓発 

職場におけるハラスメントの内容及び職場におけるハラスメントを行ってはならない旨の方

針を明確化し、従業者に周知・啓発すること。 

② 相談（苦情を含む。）に応じ、適切に対応するために必要な体制の整備 

相談に対応する対応者をあらかじめ定めること等により、相談への対応のための窓口をあらか

じめ定め、労働者に周知すること。 

◆事業主が講じることが望ましい取組 

顧客等からの著しい迷惑行為の防止のために以下の取組を講じることが望ましい 

① 相談に応じ、適切に対応するために必要な体制の整備 

② 被害者への配慮のための取組（メンタルヘルス不調への相談対応、行為者に対して1人で対

応させない等） 

③ 被害防止のための取組（マニュアル作成や研修の実施等状況に応じた取組）・従業者の職場

環境が害されることを防止するための方針の明確化等の必要な措置を講じる必要がある。  

２２ 業務継続計画（BCP）の策定等 

（ポイント） 

・計画は、感染症や非常災害の発生時において、利用者に対するサービスの提供を継続的に実施

し、非常時の体制で早期の業務継続が図れるものであること。 

・当該計画に従い必要な措置を講じていること。 

・必要な研修及び訓練を定期的に実施すること。 

２３ 適切な研修の機会の確保 

✕従業者の資質向上のための研修が、計画的に実施されていない。

✕研修（内部・外部を含む）の実施記録等が保存されてない。
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（ポイント） 

・研修の機会の確保については義務である。 

・年間計画などを策定し、実施後は資料等を含め、記録を残すこと。 

・福祉用具専門相談員は、常に自己研さんに励み、指定福祉用具貸与の目的を達成するために必要

な知識及び技能の修得、維持及び向上に努めなければならない。 

○高齢者虐待防止に関する研修について

（ポイント） 

・従業者の資質向上のために計画的に確保するものとされている研修には、高齢者の尊厳を守り、

高齢者及び家族等が共に健やかな生活を送ることができるように高齢者の人権擁護や虐待防止

等の内容を含めることを義務付けるものである。 

・事業者は、「高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等に関する法律（平成十七年法律

第百二十四号）」（「高齢者虐待防止法」）の趣旨及び内容を十分に踏まえた研修内容となるよ

うにすること。 

２５ 衛生管理等 

✕従業者の清潔保持、健康状態について必要な管理を行っていない。

（ポイント） 

・衛生マニュアル等を整備し、従業者に周知するなど、従業者の清潔保持について必要な措置を採

ること。 

・従業者の健康診断を実施し、その記録を残すなどの方法により、必要な管理を行うこと。 

〇感染症の予防及びまん延防止のための対策 

（ポイント） 

・対策を検討する委員会を６月に１回以上開催し、福祉用具専門相談員に周知徹底すること。  

・指針の整備をすること。 

・研修及び訓練を定期的に実施すること。 

※【福祉用具貸与、介護予防福祉用具貸与】

○自動排泄処理装置の取扱いについて

（ポイント） 

・製造事業者が規定するメンテナンス要領等に則り、利用者を変更する場合に必要とされる衛生管

理（分解洗浄、部品交換、動作確認等）を確実に実施すること。 

 ※福祉用具の保管・消毒を委託等により他の事業者に行わせる場合は除く。 

※【福祉用具貸与、介護予防福祉用具貸与】

✕福祉用具の保管又は消毒を委託するに当たり、委託契約において必要な事項が文書で取り決めら

れていない。

✕福祉用具の保管・消毒を契約により他社に委託して実施しているが、委託業務が確実に遂行され

ているか、実施状況について定期的に確認をしてなかった。また、その結果の記録をしていなか
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った。 

（ポイント） 

・福祉用具の保管又は消毒業務を他の事業者に行わせる場合は、当該業務が適切な方法で行われる

ことを担保するため、当該業務に係る委託契約において、下記の事項を文書により取り決めるこ

と。 

イ 委託等の範囲 

ロ 委託業務の実施に当たり遵守すべき条件 

ハ 受託者等の従業者により委託業務が運営基準に従って適切に行われていることを指定事業

者が定期的に確認する旨 

→ 確認結果の記録を作成すること 

ニ 指定事業者が委託業務に関し受託者に対し指示を行い得る旨 

→ 指示は文書により行うこと 

ホ 指定事業者が委託業務に関し改善の必要を認め、所要の措置を講じるよう指示を行った場合

において当該措置が講じられたことを指定事業者が確認する旨 

→ 確認結果の記録を作成すること 

へ 受託者等が実施した委託業務により利用者に賠償すべき事故が発生した場合における責任

の所在 

ト その他委託業務の適切な実施を確保するために必要な事項 

※【福祉用具貸与、介護予防福祉用具貸与】

✕福祉用具の保管又は消毒を委託により他の事業者に行わせているが、当該事業の実施状況の確認

がされていない。

（ポイント） 

・福祉用具の保管又は消毒を委託している場合には、当該保管又は消毒の業務の実施状況について

定期的に確認し、その結果を記録すること。 

２６ 掲示及び目録の備え付け 

✕事業運営に当たっての重要事項が掲示されていない。運営規程のみを掲示している。

✕苦情に対する措置の概要、利用料などが欠落している。

✕事業所の見やすい場所に掲示されていない。

（ポイント） 

・掲示すべき内容（項目）は、重要事項説明書と同じである。 

・受付コーナー、相談室等利用申込者等が見やすいよう工夫して掲示すること。 

※掲示が困難な場合には、利用者等誰もが閲覧できるように、ファイル等に入れて、受付コーナ

ー、相談室等に立てかけておくことでも差し支えない。 

・取り扱う福祉用具の品名及び利用料その他必要事項が記載された福祉用具の目録等を備え付ける

こと。 

・「書面掲示」に加えて、原則として重要事項等の情報をウェブサイト（法人のホームページ等又

は情報公表システム上）に掲載・公表すること。【令和７年４月１日から義務化】 
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２７ 秘密保持等 

✕従業者の在職中及び退職後における、利用者及びその家族の個人情報に関する秘密保持につい

て、事業者と従業者間の雇用契約、就業規則、労働条件通知書、誓約書等で取決めが行われてい

ない。

✕サービス担当者会議等において、利用者及びその家族の個人情報を用いることについて、それぞ

れから文書による同意が得られていない。

✕利用者の家族から利用同意を得る様式になっていない。

✕個人情報の保管状態が不適切である。

（ポイント） 

・利用者の個人情報を用いる場合は利用者の同意を、利用者の家族の個人情報を用いる場合は当該

家族の同意を、あらかじめ文書で得ておくこと。 

・個人情報の漏洩防止のため、保管庫は施錠可能なものとし、中のファイルなどが見えないように

すること。 

※個人情報の取扱いについては「医療・介護関係事業者における個人情報の適切な取扱いのための

ガイダンス」等を参照のこと。 

https://www.mhlw.go.jp/content/001２３５８４３.pdf 

２９ 居宅介護支援事業者に対する利益供与の禁止 

（ポイント） 

・居宅介護支援事業者又はその従業者に対し、利用者にサービスを利用させることへの対償として

、金品その他の財産上の利益を供与してはならないこと。 

３０ 苦情処理 

✕苦情処理に関する記録様式（処理簿、台帳等）が作成されていない。

✕苦情処理の内容が記録様式に記録されていない。

✕苦情の内容の記録のみで、「その後の経過」、「原因の分析」、「再発防止のための取組」など

が記録されていない。「再発防止のための取組」が行われていない。

（ポイント） 

・苦情を受け付けた場合は、苦情の内容等を記録すること。 

・苦情の内容を踏まえ、サービスの質の向上に向けた取組を行うこと。 

３２ 事故発生時の対応 

✕事故(｢ひやりはっと｣を含む｡)に関する記録様式（報告･台帳等）が作成されていない。

✕事故(｢ひやりはっと｣を含む｡)の事例報告が記録様式に記録されていない。

✕事故の内容の記録のみで、「その後の経過」、「原因の分析」、「再発防止のための取組」など

が記録されていない。

✕「再発防止のための取組」が行われていない。

✕県（事業所を所管する県民局）又は市町村等に報告していない。
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（ポイント）    

・事故の状況等によっては、事業所を所管する県民局へ報告を行うこと。 

 ※介護保険施設・事業所における事故等発生時の対応に係る指針（岡山県版）参照 

・事故発生時の対応方法が定められていることが望ましい。 

・損害賠償保険に加入していることが望ましい。（又は賠償資力を有することが望ましい。） 

３３ 虐待の防止 

（ポイント） 

・虐待防止のための研修を定期的に実施しなければならない。 

・委員会（テレビ電話装置等の活用可）を定期的に開催し、結果について、従業者に周知徹底を図

ること。 

・指針の整備をすること。 

・虐待防止の措置を実施するための担当者を置くこと。 

※以下の事項を従業者に周知徹底すること。 

・養介護施設従事者等は、虐待を受けたと思われる高齢者を発見した場合は、速やかに市町村に通

報しなければならないこと。（高齢者虐待防止法第21条） 

・上記の通報を行う際の市町村担当課の連絡先を全従業者が把握していること。 

・【福祉用具貸与】虐待の発生又はその再発を防止するための措置が講じられていない場合は、基

本報酬を減算する。※令和９年３月３１日まで経過措置 

３５ 記録の整備 

○利用者に対する福祉用具の提供に関する諸記録を整備し、その完結の日から５年間保存するこ

と。

（ポイント） 

・完結の日とは、利用者との契約の終了日ではなく、それぞれの書類ごとに、その書類を使わなく

なった日とする。利用者との契約が継続している間において、当該利用者に関する全ての記録を

保存することを求めるものではない。 

・事業者においては、保存業務の煩雑さを避ける観点から、それぞれの記録の所属する年度（目標

期間が設けられているものについては、その期間の満了日の所属する年度）の終了後、５年間保

存する等、適正な運用を図るものとする。 

・なお、他の法令等により、５年間以上の保管期間が義務付けられているものについては、それぞ

れの規定に従う必要がある。 

・福祉用具の保管又は消毒を委託等により他の事業者に行わせる場合、実施状況の結果等の記録を

残しておく。(※福祉用具貸与のみ) 

 ※整備し、５年間保存しなければならない記録に「身体的拘束等の態様及び時間、 その際の利用

者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由の記録」を追加【令和６年４月から】 

第５ 変更の届出等 

✕変更届出書が提出されていない。（事業所の専用区画､管理者、福祉用具の保管及び消毒方法、運

営規程、役員など)
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（ポイント） 

・変更した日から１０日以内に提出すること。なお、複数回にわたって変更が発生した場合でも、

変更事実の発生日ごとに変更届を作成すること。 

※事業所の移転など重要な変更の場合は、事前に県民局担当課に相談すること。 

✕事業実態がないのに、休止の届出が提出されていない。

✕休止・廃止の届出が、１月前までに提出されていない。

（ポイント） 

・事業所を廃止、又は休止しようとするときは、１月前までに届け出ること。 

※現に利用者がいる場合には、他の事業所に引き継ぐことが必要。 

【重要】 

事業所運営に当たっては、令和 7 年 7 月 7 日事務連絡「福祉用具のサービス提供に

おけるＰＤＣＡの適切な実施等について」も参照してください。 
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５ 介護報酬の算定上の留意事項について 

１ 福祉用具の貸与価格は国が設定した上限を超えないこと 

○ １月当たりの平均貸与件数が１００件以上となったことのある福祉用具に係る指定（介護予防）

福祉用具貸与について、国が定める貸与価格の上限を超えた価格により貸与を行った場合は、（介

護予防）福祉用具貸与費は算定しない。 

２ 利用者が負担すべき額を適正に受けること 

○ 利用者が負担すべき額の支払いを適正に受けなかったときは、直ちに指定を取り消すこと又は

指定の全部若しくは一部の効力を停止することができるものであること。 

また、取消の日から５年間は再指定を受けることができない。 

○ いったん利用料を受領した後にキャッシュバックすることも認められない。（キャッシュバッ

クは、現金以外の商品券、金券、現物等であっても不可。第三者によるものであっても不可。） 

○ 契約社員の個人的な行為と抗弁しても認められない。従業者の教育を徹底すること。

３ 利用料・販売費用の額等の受領について 

○ 事業所に備え付けられた目録に記載された利用料の額・販売費用の額とすること。

○ 搬出入費用は利用料に含まれるため、「通常の事業の実施地域外の交通費」及び「特別な措置

が必要な搬出入費」以外の費用は個別には評価しない。 

○ 利用料・販売費用の額を変更する場合（＝目録を変更する場合）は、遅滞なく（１０日以内に）

変更届を提出するとともに、利用者によって利用料に不公平が生じることがないよう、適正な対

応を行うこと。 

○ 複数の福祉用具を貸与する場合は、あらかじめ減額の規程を届け出ることにより、通常の貸与

価格から減額して貸与することを可能とする。【平成２７年４月から】 

→資料編「複数の福祉用具を貸与する場合の運用について」参照

４ 月途中でサービス提供の開始及び中止を行った場合の算定方法について 

【福祉用具貸与・介護予防福祉用具貸与】 

（介護報酬に係るQ＆A（Vol.2）について（平成15年 6月 30日事務連絡）） 

○ 福祉用具貸与の開始月と中止月が異なり、かつ、当該月の貸与期間が一月に満たない場合につ

いては、当該開始月及び中止月は、日割り計算又は半月単位の計算方法によって算定すること。 

※ 開始月と中止月が同じ場合は、貸与期間が一月に満たない場合であっても一月分の利用料金

として差し支えない。 

○ 日割り計算又は半月単位のいずれの場合においても、その算定方法を運営規程に記載すること。 

※ 運営規程の参考例は、指導監査課のホームページ（申請の手引きの申請書・各種様式）から

ダウンロード可能。 

○ 介護給付費明細書の記載方法について、福祉用具貸与を現に行った日数を記載するよう留意す

ること。 
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５ サービス相互間の算定関係 

【福祉用具貸与・介護予防福祉用具貸与】 

○ 利用者が月を通じて、次に掲げるサービスを受けている間は、福祉用具貸与費（介護予防福祉

用具貸与費）は算定しない。 

● （介護予防）特定施設入居者生活介護

 ※（介護予防）短期利用特定施設入居者生活介護費を算定する場合を除く。 

● （介護予防）認知症対応型共同生活介護

 ※（介護予防）短期利用認知症対応型共同生活介護費を算定する場合を除く。 

● 地域密着型特定施設入居者生活介護

※短期利用地域密着型特定施設入居者生活介護費を算定する場合を除く。

● 地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護

○ 利用者が医療機関に入院している間は、福祉用具貸与費（介護予防福祉用具貸与費）は算定で

きない。 

※ 入院した時点で福祉用具貸与は中止となる。

○ 利用者が施設サービスを受けている間（「介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム）」への入

所、「介護老人保健施設」への入所、「介護医療院」への入所）は、福祉用具貸与費（介護予防

福祉用具貸与費）は算定できない。 

※ 施設に入所した時点で福祉用具貸与は中止となる。

６ 軽度者に係る対象外種目について 

【福祉用具貸与・介護予防福祉用具貸与】 

→ 次ページ以降を参照すること 
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軽度者の福祉用具貸与の取扱いについて 

軽度者（要支援者及び要介護１の者）に対する福祉用具の貸与については、その状態像からは利用
が想定しにくい次の種目については、原則として保険給付の対象としないものとする。 

・車いす（付属品を含む。）
・特殊寝台（付属品を含む。）
・床ずれ防止用具
・体位変換器
・認知症老人徘徊感知機器
・移動用リフト（つり具の部分を除く。）
・自動排泄処理装置（尿のみを自動的に吸引する機能のものを除く。）※注

※注 自動排泄処理装置（尿のみを自動的に吸引する機能のものを除く。）については、要介
護２及び要介護３の者に対しても、原則として保険給付の対象としない。 

 ただし、軽度者＜要支援者及び要介護１（ただし、自動排泄処理装置については、加えて要介護２
及び要介護３）の者をいう。＞であっても、その状態像に応じて一定の条件に該当する者については、
保険給付の対象とすることとしている。こうした保険給付の対象となる条件への該当性については、
【別紙】の区分に応じて、 

（１）原則として、要介護認定の認定調査における基本調査の直近の結果を活用して客観的に判定
することとされている。 

（２）その際、車いす及び移動用リフトについては、認定調査結果による以外、【別紙】ア（二）
「日常生活範囲における移動の支援が特に必要と認められる者」及び【別紙】オ（三）「生活
環境において段差の解消が必要と認められる者」に該当するか否かについて、主治医の意見を
踏まえつつ、サービス担当者会議等を開催するなどの適切なケアマネジメントを通じて、指定
介護予防支援事業者又は指定居宅介護支援事業者が判断する。 

（３）また、上記（１）にかかわらず、次のⅰ)からⅲ)までのいずれかに該当する旨が、 
① 医師の医学的な所見に基づき判断され、かつ
② サービス担当者会議等を通じた適切なケアマネジメントにより福祉用具貸与が特に必要

である旨が判断されていることを
③ 市町村が書面等確実な方法により確認し必要と判断している

（当該医師の医学的所見については、主治医意見書による確認のほか医師の診断書又は担当
の介護支援専門員が聴取した居宅サービス計画に記載する医師の所見により確認する 
方法でも差し支えない。） 

場合であれば、例外給付が認められる。 

ⅰ）疾病その他の原因により、状態が変動しやすく、日によって又は時間帯によって、頻繁
に告示で定める福祉用具が必要な状態（※）に該当する者 

 （例 パーキンソン病の治療薬によるＯＮ・ＯＦＦ現象） 
ⅱ）疾病その他の原因により、状態が急速に悪化し、短期間のうちに告示で定める福祉用具

が必要な状態になることが確実に見込まれる者 
（例 がん末期の急速な状態悪化） 

ⅲ）疾病その他の原因により、身体への重大な危険性又は症状の重篤化の回避等医学的判断
から告示で定める福祉用具が必要な状態に該当すると判断できる者 
（例 ぜんそく発作等による呼吸不全、心疾患による心不全、嚥下障害による誤嚥性肺炎

の回避） 

 原則として保険給付の対象としない種目について介護報酬を算定するには、その根拠となる記録が
必要となるので、上記（１）については、認定調査の結果、上記（２）については、適切なケアマネ
ジメントの記録、上記（３）については、医師の所見と適切なケアマネジメントを市町村が書面等確
実な方法により確認し必要と判断した記録を入手し、サービス記録とあわせて保管すること。 

※「告示で定める福祉用具が必要な状態」：【別紙】参照
※告示は９参考資料「厚生労働大臣が定める基準に適合する利用者等」参照 
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【別紙】 

対象外種目 厚生労働大臣が定める者のイ 厚生労働大臣が定める者のイに該当

する基本調査の結果 

ア 車いす及び

車いす付属品

次のいずれかに該当する者 

（一）日常的に歩行が困難な者 基本調査１－７ 

「３．できない」 

（二）日常生活範囲における移動の支援 

が特に必要と認められる者 

※ 

イ 特殊寝台及び

特殊寝台付属品

次のいずれかに該当する者 

（一）日常的に起きあがりが困難な者 基本調査１－４ 

「３．できない」 

（二）日常的に寝返りが困難な者 基本調査１－３ 

「３．できない」 

ウ 床ずれ防止用具

及び体位変換器

日常的に寝返りが困難な者 基本調査１－３ 

「３．できない」 

エ 認知症老人徘徊

感知機器

次のいずれにも該当する者 

（一）意思の伝達、介護を行う者への反

応、記憶又は理解のいずれかに支障

がある者 

基本調査３－１ 

「１．調査対象者が意思を他者に伝 

達できる」以外 

  又は 

基本調査３－２～基本調査３－７ 

のいずれか 

「２．できない」 

  又は 

基本調査３－８～基本調査４－１５

のいずれか 

「１．ない」以外 

その他、主治医意見書において、認

知症の症状がある旨が記載されてい

る場合も含む。 

（二）移動において全介助を必要としな

い者 

基本調査２－２ 

「４．全介助」以外 

オ 移動用リフト

（つり具の部分

を除く。） 

次のいずれかに該当する者 

（一）日常的に立ち上がりが困難な者 基本調査１－８ 

「３．できない」 

（二）移乗において一部介助又は全介助

を必要とする者 

基本調査２－１ 

「３．一部介助」又は「４．全介助

」 

（三）生活環境において段差の解消が必

要と認められる者 

※ 

カ 自動排泄処理装

置 

次のいずれにも該当する者 

（一）排便において全介助を必要とする

者 

基本調査２－６ 

「４．全介助」 

（二）移乗において全介助を必要とする

者 

基本調査２－１ 

「４．全介助」 
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軽度者の福祉用具貸与の取扱い（フローチャート） 

軽度者(※注)に対して福祉用具を貸与する場合であって 

※注：要支援者及び要介護１＜自動排泄処理装置（尿のみを自動的に

吸引する機能のものを除く。）については、加えて要介護２及 

び要介護３＞の者をいう。 

 対象福祉用具が以下の種目である。 

・車いす（付属品を含む） ・特殊寝台（付属品を含む） ・床ずれ防止用具

・体位変換器 ・認知症老人徘徊感知機器 ・移動用リフト（つり具の部分を除く）

・自動排泄処理装置（尿のみを自動的に吸引する機能のものを除く）

算定可 

 車いす（付属品を含む）の場合 
「厚生労働大臣が定める者のイ」に対応する基本調査の結果
に該当する。又は「日常生活範囲における移動の支援が特に
必要と認められる者」である。※ 

 特殊寝台（付属品を含む）の場合 

「厚生労働大臣が定める者のイ」に対応する基本調査の結果
に該当する。  

 床ずれ防止用具の場合 

 体位変換器の場合 

 認知症老人徘徊感知機器の場合 

 自動排泄処理装置の場合 

 移動用リフトの場合 
「厚生労働大臣が定める者のイ」に対応する基本調査の結果
に該当する。又は「生活環境において段差の解消が必要と認
められる者」である。※ 

※ 主治医の意見を踏まえつつ、サービス担当者会議等を開催するなどの適切なケアマネジメント

を通じて、指定介護予防支援事業者又は指定居宅介護支援事業者が判断する。 

算定可 

 下記ⅰ)からⅲ)までのいずれかに該当する旨が医師の医学的な所見に基づき判断され、かつ、サー

ビス担当者会議等を通じた適切なケアマネジメントにより福祉用具貸与が特に必要である旨が判断さ

れていることを、市町村が書面等確実な方法により確認し必要と判断している。 

 ⅰ）疾病その他の原因により、状態が変動しやすく、日によって又は時間帯によって、頻繁に告

示で定める福祉用具が必要な状態に該当する者 

 ⅱ）疾病その他の原因により、状態が急速に悪化し、短期間のうちに告示で定める福祉用具が必

要な状態になることが確実に見込まれる者 

 ⅲ）疾病その他の原因により、身体への重大な危険性又は症状の重篤化の回避等医学的判断から

告示で定める福祉用具が必要な状態に該当すると判断できる者 

算定可 算定不可 

ＹＥＳ Ｎ Ｏ

ＹＥＳ Ｎ Ｏ

ＹＥＳ Ｎ Ｏ
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 ６ 各種加算等の概要について       ※【福祉用具貸与・介護予防福祉用具貸与】 

 

１ 特別地域加算【体制等に関する届出が必要】  

 

 特別地域に所在する指定福祉用具貸与事業所において、指定福祉用具貸与を行った場合は、当

該加算を算定する。 

※別紙「特別地域加算及び中山間等小規模事業所対象一覧表」参照 

 

 ○ 当該指定福祉用具貸与の開始日の属する月に加算。 

 ○ 個々の福祉用具ごとに加算。 

 ○ 当該福祉用具貸与事業所の通常の事業の実施地域において福祉用具貸与を行う場合に要

する交通費に相当する額を１単位の単価で除して得た単位数を加算する。 

   ただし、当該指定福祉用具貸与に係る福祉用具貸与費の【１００分の１００】に相当する

額を限度とする。 

 ○ 複数の福祉用具を同一利用者に対して同時に貸与した場合は、当該指定福祉用具貸与に要

する費用の合計額の１００分の１００に相当する額を限度として加算する。 

   この場合において、交通費の額が当該１００分の１００に相当する額に満たないときは、

当該交通費を合理的な方法により按分して、それぞれの福祉用具に係る加算額を明確にする

こと。 

  

  ※【通常の事業の実施地域において福祉用具貸与を行う場合に要する交通費】とは 

  当該指定福祉用具の往復の運搬に要する経費及び福祉用具の調整等を行う当該指定福祉用

具貸与事業者の専門相談員１名の往復の交通費を合算したもの。（以下同じ） 

 ※交通費の額及び算出方法については、あらかじめ利用者の居住する地域に応じた価格体系を

設定し、運営規程に記載しておくこと。 

 

２ 中山間地域等における小規模事業所への加算【体制等に関する届出が必要】 

 

 中山間地域等に所在する小規模事業所において、指定福祉用具貸与を行った場合は、当該加算

を算定する。 ※「特別地域加算及び中山間等小規模事業所対象一覧表」参照 

  

 ○ 当該指定福祉用具貸与の開始日の属する月に加算。 

 ○ 個々の福祉用具ごとに加算。 

 ○ 当該福祉用具貸与事業所の通常の事業の実施地域において福祉用具貸与を行う場合に要

する交通費に相当する額の【３分の２】に相当する額を１単位の単価で除して得た単位数を

加算する。 

   ただし、当該指定福祉用具貸与に係る福祉用具貸与費の【３分の２】に相当する額を限度

とする。     

 ○ 複数の福祉用具を同一利用者に対して同時に貸与した場合は、当該指定福祉用具貸与に要

する費用の合計額の３分の２に相当する額を限度として加算する。 

   この場合において、交通費の額が当該３分の２に相当する額に満たないときは、当該交通

費を合理的な方法により按分して、それぞれの福祉用具に係る加算額を明確にすること。 
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 ※「中山間地域等」とは、特別地域加算対象地域以外の地域で、豪雪地帯対策特別措置法、辺地に係る

公共的施設の総合整備のための財政上の特別措置等に関する法律、半島振興法、特定農山村法、過疎

地域自立促進特別措置法に指定されている地域をいう。 

 ※「小規模事業所」とは、実利用者が１５人以下／月の指定福祉用具貸与（指定介護予防福祉用具貸与

は実利用者が５人以下／月）の事業所をいう。 

 ※【実利用者とは】 

  前年度（３月を除く。）の１月当たりの平均実利用者数をいうものとし、前年度の実績が６

月に満たない事業所（新たに事業を開始し、又は再開した事業所を含む。）については直近

の３月における１月当たりの平均実利用者数を用いるものとする。したがって新たに事業を

開始し、又は再開した事業者については、４月目以降届出が可能となるものであること。平

均実利用者数については、毎月ごとに記録するものとし、所定の人数を上回った場合につい

ては、直ちに体制等に関する届出を提出しなければならない。  

 

３ 中山間地域等に居住する者にサービスを提供した事業所への加算 

 

 中山間地域等に居住している利用者に対して、通常の事業の実施地域を越えて、指定福祉用具

貸与を行う場合は、当該加算を算定する。 

※「特別地域加算及び中山間等小規模事業所対象一覧表」参照 

 

 ○ 当該指定福祉用具貸与の開始日の属する月に加算。 

 ○ 個々の福祉用具ごとに加算。 

 ○ 当該福祉用具貸与事業所の通常の事業の実施地域において福祉用具貸与を行う場合に要

する交通費に相当する額の【３分の１】に相当する額を１単位の単価で除して得た単位数を

加算する。 

   ただし、当該指定福祉用具貸与に係る福祉用具貸与費の【３分の１】に相当する額を限度

とする。     

 ○ 各事業者が、運営規程に定めている通常の事業の実施地域を越えてサービスを提供する場合に認め

る。 

 ○ 当該加算を算定する場合は、通常の事業の実施地域を超えた地点からの交通費の支払いを

受けることはできない。 

 ○ 複数の福祉用具を同一利用者に対して同時に貸与した場合は、当該指定福祉用具貸与に要

する費用の合計額の３分の１に相当する額を限度として加算する。 

   この場合において、交通費の額が当該３分の１に相当する額に満たないときは、当該交通

費を合理的な方法により按分して、それぞれの福祉用具に係る加算額を明確にすること。 

 

 ※「中山間地域等」とは、離島振興法、奄美群島振興開発特別措置法、豪雪地帯対策特別措置法、辺地に

係る公共的施設の総合整備のための財政上の特別措置等に関する法律、山村振興法、小笠原諸島振興

開発特別措置法、半島振興法、特定農山村法、過疎地域自立促進特別措置法、沖縄振興特別措置法に

指定されている地域をいう。 

 ※特別地域加算対象地域についても対象となる。 
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（令和８年３月１日現在）

離島振興対策
実施地域

厚生労働大臣が
別に定める地域

豪雪地帯
特定農山村地域
（旧市町村名）

過疎地域
辺地
(注３)

岡山市 犬島 － －

旧御津町
旧建部村
旧上建部村
旧鶴田村

－ あり

玉野市 石島 － － － － あり

備前市
大多府島
鴻島

－ － 全域 全域 あり

瀬戸内市 前島 － － 旧牛窓町 旧牛窓町 －

赤磐市 － － －

旧笹岡村
旧熊山村
旧山方村
旧佐伯北村

旧赤坂町
旧吉井町

あり

和気町 － － －
旧佐伯村
旧和気町

全域 あり

吉備中央町 － － －

旧津賀村
旧円城村
旧新山村
旧江与味村
旧豊野村
旧下竹荘村

全域 あり

倉敷市
松島
六口島

－ － － － －

笠岡市

高島
白石島
北木島
真鍋島
小飛島
大飛島
六島

－ －
旧神島内村
旧北木島村
旧真鍋島村

－ あり

井原市 － － －
旧井原市
旧宇戸村
旧芳井町

全域 あり

総社市 － － －

旧池田村
旧日美村
旧下倉村
旧富山村

－ あり

高梁市 －

川上町地頭
川上町七地
川上町三沢
川上町領家
川上町吉木
川上町臘数
備中町志藤用瀬
備中町布瀬
備中町長屋
備中町布賀

－ 全域 全域 あり

新見市 － －
旧新見市
旧大佐町
旧神郷町

全域 全域 あり

「通常の事業の実施地域」を越えて「中山間地域等」に居住する者へのサービス提供を行った場合の加算対象地域(５％：注１）

「中山間地域等」に所在する小規模事業所加算対象地域(１０％：注１）
（※）ただし、岡山市及び特別地域加算対象地域を除く地域

市町村名 特別地域加算対象地域（１５％：注１）

旧宇甘東村（下田・高津・宇甘・中泉）
旧宇甘西村（勝尾・紙工・虎倉）
旧竹枝村（大田・吉田・土師方・小倉）
旧上建部村（建部上・宮地・富沢・田地子・品
田）

振興山村
（注２）

旧神根村（今崎・神根本・高田・和意谷）
旧三国村（加賀美・多麻・都留岐・笹目）

－

－

旧熊山村2-2（勢力・千躰・奥吉原）
旧山方村（是里・滝山・黒本・黒沢・中山）
旧佐伯北村（稲蒔・光木・石・八島田・暮田）
旧布都美村2-2（合田・中畑・石上・小鎌・西勢
実・広戸）

旧佐伯村（津瀬・米沢・佐伯・父井原・矢田部・
宇生・田賀・小坂・加三方）
旧日笠村（保曽・日笠上・日笠下・木倉）

旧津賀村（広面・上加茂・下加茂・美原・加茂
市場・高谷・平岡・上野・竹部）
旧円城村（上田東・細田・三納谷・上田西・円
城・案田・高富・神瀬・小森）
旧新山村（尾原・笹目・福沢・溝部）

－

－

旧宇戸村（宇戸谷・上高末・烏頭・宇戸）

旧下倉村（下倉）
旧富山村（宇山・種井・延原・槁）

旧中井村（西方・津々）
旧玉川村（下切・玉・増原）
旧宇治村（穴田・宇治・遠原・本郷）
旧高倉村（飯部・大瀬八長・田井）
旧上有漢村（上有漢）
旧吹屋町（吹屋・中野・坂本）
旧中村（布寄・羽根・長地・相坂・小泉）
旧大賀村（仁賀・上大竹・下大竹）
旧高山村（高山・高山市・大原）
旧平川村（平川）
旧湯野村（西山・東油野・西油野）

旧豊永村（豊永赤馬・豊永宇山・豊永佐伏）
旧熊谷村（上熊谷・下熊谷）
旧菅生村（菅生）
旧千屋村（千屋・千屋実・千屋井原・千屋花
見）
旧上刑部村（上刑部・大井野）
旧丹治部村（田治部・布瀬）
旧神代村
旧新郷村
旧本郷村
旧万歳村
旧新砥村
旧矢神村
旧野馳村

特別地域加算及び中山間地域等小規模事業所加算対象地域一覧
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離島振興対策
実施地域

厚生労働大臣が
別に定める地域

豪雪地帯
特定農山村地域
（旧市町村名）

過疎地域
辺地
(注３)

浅口市 － － － 旧寄島町 旧寄島町 －

早島町 － － － － － －

里庄町 － － － － － －

矢掛町 － － － 旧美川村 全域 あり

津山市 － －

旧津山市
旧勝北町
旧加茂町
旧阿波村

旧一宮村
旧高田村
旧加茂町
旧阿波村
旧広戸村
旧新野村
旧大井西村

旧加茂町
旧阿波村
旧勝北町
旧久米町

あり

真庭市 － －

旧湯原町
旧美甘村
旧川上村
旧八束村
旧中和村

旧北房町
旧勝山町
旧津田村
旧美川村
旧河内村
旧湯原町
旧久世町
旧美甘村
旧川上村
旧中和村

全域 あり

美作市 － －
旧勝田町
旧大原町
旧東粟倉村

旧勝田町
旧大原町
旧東粟倉村
旧豊田村
旧巨勢村
旧作東町
旧英田町

全域 あり

新庄村 － － 全域 全域 全域 あり

鏡野町 － －
旧奥津町
旧富村
旧上斎原村

全域 全域 あり

勝央町 － － － － － あり

奈義町 － － 全域 旧豊並村 全域 あり

西粟倉村 － － 全域 全域 全域 あり

久米南町 － － －
旧弓削町
旧竜山村

全域 あり

美咲町 －

上口
小山
栃原
中垪和
東垪和
西

－

旧大垪和村
旧旭町
旧吉岡村
旧南和気村

全域 あり

市町村名

「通常の事業の実施地域」を越えて「中山間地域等」に居住する者へのサービス提供を行った場合の加算対象地域(５％：注１）

特別地域加算対象地域（１５％：注１）
「中山間地域等」に所在する小規模事業所加算対象地域(１０％：注１）

（※）ただし、岡山市及び特別地域加算対象地域を除く地域

振興山村
（注２）

注４：加算対象地域であるか、地名のみでは判断できない指定地域があります。具体的な対象地域については、各市町村にお問い合わせください。

注３：辺地については、別表（辺地地域一覧表）により御確認ください。

-

（令和８年３月１日現在）

-

旧上加茂村
旧加茂町
旧阿波村
旧広戸村（奥津川・川東・市場・案内・羽賀・大
吉・西村・日本原・大岩）
※旧新野村の日本原は該当しません。

旧富原村（若代・下岩・清谷・曲り・古呂々尾
中・若代畝・高田山上・月田本・岩井谷・岩井
畝・上・野・後谷）
旧津田村（野原・舞高・旦土・吉・田原山上・上
山）
旧湯原町（禾津・釘貫小川・下湯原・田羽根・
都喜足・豊栄・仲間・久見・本庄・見明戸・三世
七原・社・湯原温泉）
旧二川村（粟谷・黒杭・種・小童谷・藤森）
旧美和村（余野上・余野下・樫西・樫東・目木・
三崎・中原・台金屋）
旧美甘村（鉄山・黒田・田口・延風・美甘）
旧中和村（下和・初和・別所・真加子・吉田）

旧梶並村（右手・真殿・梶並・楮・東谷上・東谷
下）
旧栗広村2-1（長谷内・馬形・宗掛）
旧大野村（川上・滝・野形・桂坪・笹岡）
旧東粟倉村（後山・太田・川東・中谷・野原・東
青野・東吉田）
旧豊田村（北原・友野・山口・山外野・大原・猪
臥・海内・平田）
旧巨勢村2-1（巨勢・海田）
旧福山村（万善・国貞・鈴家・田渕・柿ヶ原）
旧巨勢村2-2（尾谷）
旧河会村（上山・中川・横尾・北・南・滝ノ宮）

全域

注２：振興山村、豪雪、特定農山村、過疎は平成合併前の旧市町村名で指定されています。

旧美川村（上高末・下高末・宇角・内田）

注１：福祉用具貸与及び介護予防福祉用具貸与を除く。

－

旧豊並村（馬桑・関本・小坂・高円・皆木・西
原・行方）

全域

旧弓削町（下弓削・西山寺・松・上弓削・塩之
内・羽出木・全間・仏教寺・下二ヶ・上二ヶ・泰
山寺）

旧倭文西村（北・南・里・中）
旧江与味村2-2（江与味）
旧西川村（西垪和・西川・西川上）

旧富村（大・楠・富仲間・富西谷・富東谷）
旧久田村（久田上原・久田下原・黒木・河内・
土生）
旧泉村（井坂・女原・至孝農・杉・西屋・箱・養
野）
旧羽出村（羽出・羽出西谷）
旧奥津村（奥津・奥津川西・下齋原・長藤）
旧上齋原村
旧中谷村（入・山城・中谷）

-
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市町村名

岡山市 山上・石妻 杉谷 畑鮎 北野 勝尾・小田 東本宮

津山市 加茂町物見 加茂町河井・加茂町山下 加茂町黒木 阿波 奥津川 新野山形 西上 八社

玉野市 石島

笠岡市 高島 白石島 北木島 真鍋島 飛島 大島中

井原市 野上南部 池井 西星田 黒木 宇頭

総社市 延原・宇山

高梁市 山際 柴倉 追田 野呂 遠原 秋ケ迫 楢井 丸岩

陣山 西野呂 割出 中野 坂本 吹屋 小泉 長地

上大竹 高山 布賀 平川 湯野 西山

新見市 花見 井原 千屋 菅生 足見 土橋 赤馬 宇山

松仁子 法曽 大井野 上油野 高瀬 三坂 青木 田淵

大野 荻尾 久保井野 上刑部 布瀬

備前市 大多府島 都留岐 鴻島

赤磐市 是里東 是里西 是里中 滝山 中山・戸津野 八島田・暮田 石・平山 中勢実・西勢実

合田・中畑・石上・小鎌

真庭市 清谷 曲り・古呂々尾中 後谷 上・岩井畝 高田山上・野・若代畝 見尾・真賀 神代 吉

田原山上・上山 別所・佐引 関上 日野上 杉山・日の乢 藤森 粟谷 立石

三野瀬・種 福井 見明戸 鉄山 阿口 樽見 井殿

美作市 右手 真殿 梶並 東谷下 江ノ原 西町 滝 野形

川上 桂坪 田井 粟野 後山 中谷 東青野 山外野

海田 日指 角南 白水 万善 国貞 田渕 柿ケ原

小房 小野 鷺巣 粟井中 宮原 上山 中川 北

和気町 大成 大杉・加賀知田 上田土 南山方・丸山 奥塩田 塩田 室原 岸野

日笠上 日笠下 田原上 田原下 本 清水

矢掛町 宇内

新庄村 堂ケ原

鏡野町 近衛 香北 羽出 奥津 上齋原 富

勝央町 上香山

奈義町 皆木

西粟倉村 大茅 坂根 塩谷

久米南町 羽出木 全間 龍山 山手

美咲町 長万寺 金堀 大垪和西 和田北 大垪和東 北 里 中

西川上 垪和 小山 大山 高城 上間

吉備中央町 広面 加茂山 津賀西 三納谷 高富 納地 黒山

○辺地に係る公共的施設の総合整備のための財政上の特別措置等に関する法律
　（昭和37年法律第88号）第２条第１項に規定する辺地

　令和７年度辺地地域一覧 （R8.3.1現在）

辺地名 合計　189辺地
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４ 業務継続計画未策定減算 

 

※基準条例第３２条の２（基準省令第３０条の２）第１項に規定する基準に適合しない場合に減算。 

 

※業務継続計画を策定していない事業所は、必ず体制届で「減算型」の届出を行ってください。 

※「減算型」の届出をしていない事業所が、運営指導等で業務継続計画を策定していないことが確認

された場合は、「基準を満たさない事実が生じた時点」である令和７年４月１日に遡って介護報酬の

返還を指導することとなります。 

 

◇ポイント◇ 

 所定単位数の 100 分 1 に相当する単位数を減算 

■減算の要件■ 

以下の基準に適合していない場合 

・感染症や非常災害の発生時において、利用者に対するサービスの提供を継続的に実施するため 

の、及び非常時の体制で早期の業務再開を図るための計画（業務継続計画）を策定すること。 

・当該業務継続計画に従い必要な措置を講ずること。 

（介護報酬の解釈緑本 P464～P465、Q164～Q166 参照） 
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７ その他留意事項について 

１ 福祉用具貸与の価格情報の公表について（情報提供） 

＜全国介護保険・高齢者保健福祉担当課長会議資料（H28.3.7）より抜粋＞ 

○福祉用具貸与の価格情報の公表について

福祉用具貸与の価格については、同一製品で非常に高額となるケース（いわゆる「外れ値」）が

一部存在していること等を踏まえ、平成２１年８月に国保連合会介護給付適正化システムを改修し

、介護給付費通知において福祉用具貸与価格に関する項目を表示することを可能としたところであ

り、７６２保険者（平成２５年度）において取り組んでいただいている。 

 また、公益財団法人テクノエイド協会がホームページで提供しているＴＡＩＳ（※）では、福祉

用具貸与の利用料に関して、全国的な平均価格と最頻価格を掲載している。これは介護給付費通知

と併せた給付の適正化の取り組みとして、利用者の家族や介護支援専門員等、国民に広く福祉用具

貸与の利用料の実態について情報提供することを目的としている。 

※ＴＡＩＳ：「Technical Aids Information System」の略

福祉用具情報システム（TAIS）は、国内の福祉用具メーカー又は輸入事業者から、「企業

」及び「福祉用具」に関する情報を収集し、当該協会のホームページを通じて、情報発信する

システム 

 ＴＡＩＳホームページ：https://www.techno-aids.or.jp/ServiceWelfareGoodsList.phpl 

２ 福祉用具の製品事故等の情報収集について 

 福祉用具の使用に際しては、利用者の心身の状況や生活環境に応じた選定がなされたうえで、利用

者が適切に使用するよう、継続定期な使用状況の確認等、安全性を確保する必要がある。 

 福祉用具の製品事故等の情報は重要であることから、各事業所においては、随時、様々な手段で情

報収集を行うこと。 

 特に、対象福祉用具の製造者名、製品名が分かった場合、利用者への貸与・販売等がなされていな

いか確認を行い、当該製品の利用があった場合は連絡を行い適正な手続きを行うこと。また、製造者

名、製品名が分からなくても、事故の事例を収集し、福祉用具を貸与・販売する際に、留意点等の説

明を十分行うこと。 

① 福祉用具製造者（営業担当者）からの情報収集

② 日本福祉用具・生活支援用具協会（ＪＡＳＰＡ）ホームページからの情報収集

https://www.jaspa.gr.jp/ 

③ 日本福祉用具評価センター（ＪＡＳＰＥＣ）ホームページからの情報収集

https://www.jaspec.jp/data/index.htm 

④ 経済産業省（製品安全ガイド）ホームページからの情報収集

https://www.meti.go.jp/product_safety/index.html 

⑤ 消費者庁ホームページからの情報収集

https://www.caa.go.jp/ 

⑥ 県ホームページからの情報収集（長寿社会課）

「介護保険・老人福祉関係事業者の皆様へのお知らせ」に「福祉用具等の回収・修理や注意の

呼びかけについて」を掲載

https://www.pref.okayama.jp/soshiki/35/ 
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８ 福祉用具Ｑ＆Ａ 

（全サービス共通Ｑ＆Ａ） 

 【人員配置基準における両立支援】 

（問１）  

人員配置基準や報酬算定において「常勤」での配置が求められる職員が、産前産後休業や育児・

介護休業等を取得した場合に、同等の資質を有する複数の非常勤職員を常勤換算することで、人

員配置基準を満たすことを認めるとあるが、「同等の資質を有する」かについてどのように判断

するのか。 

（答） 

・介護現場において、仕事と育児や介護との両立が可能となる環境整備を進め、職員の離職防止・定

着促進を図る観点から、以下の取扱いを認める。

＜常勤の計算＞ 

・育児・介護休業法による育児の短時間勤務制度を利用する場合に加え、同法による介護の短時間勤

務制度や、男女雇用機会均等法による母性健康管理措置としての勤務時間の短縮等を利用する場合

についても、30 時間以上の勤務で、常勤扱いとする。

＜常勤換算の計算＞ 

・職員が、育児・介護休業法による短時間勤務制度や母性健康管理措置としての勤務時間の短縮等を

利用する場合、週30 時間以上の勤務で、常勤換算上も１と扱う。

※ 平成27年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（平成27 年４月１日）問２は削除する。

＜同等の資質を有する者の特例＞ 

・「常勤」での配置が求められる職員が、産前産後休業や育児・介護休業、育児休業に準ずる休業、

母性健康管理措置としての休業を取得した場合に、同等の資質を有する複数の非常勤職員を常勤換

算することで、人員配置基準を満たすことを認める。

・なお、「同等の資質を有する」とは、当該休業を取得した職員の配置により満たしていた、勤続年

数や所定の研修の修了など各施設基準や加算の算定要件として定められた資質を満たすことであ

る。

(R3.3.19令和3年度介護報酬改定に関するQ&A（Vol.１）) 

（問２） 

居宅療養管理指導や居宅介護支援 などの小規模な事業者では、実質的に従業者が１名だけという

ことがあり得る。このような事業所でも虐待防止委員会の開催や研修を定期的にしなければなら

ないのか 。 

（答） 

・虐待はあってはならないことであり、高齢者の尊厳を守るため、関係機関との連携を密にして、規

模の大小に関わりなく虐待防止委員会及び研修を定期的に実施していただきたい。小規模事業所に

おいては他者・他機関によるチェック 機能が得られにくい環境にあることが考えられることから、

積極的に外部機関等を活用されたい。

・例えば、小規模事業所における虐待防止委員会の開催にあたっては、法人内の複数事業所による合

同開催、感染症対策委員会等他委員会との合同開催、関係機関等の協力を得て開催することが考え

られる。
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・研修の定期的実施にあたっては、虐待防止委員会同様法人内の複数事業所や他委員会との合同開催、

都道府県や市町村等が実施する研修会への参加、複数の小規模事業所による外部講師を活用した合

同開催等が考えられる。 

(R3.3.26令和3年度介護報酬改定に関するQ&A（Vol.3）) 

【運営規程について】 

（問３） 

令和３年度改定において、運営基準等で経過措置期間を定め、介護サービス事業所等に義務づけ

られたものがあるが、これらについて運営規程においてはどのように扱うのか。 

（答） 

・介護保険法施行規則に基づき運営規程については、変更がある場合は都道府県知事又は市町村長に

届け出ることとされているが、今般介護サービス事業所等に対し義務づけられたもののうち、経過

措置が定められているものについては、当該期間においては、都道府県知事等に届け出ることまで

求めるものではないこと。

・一方、これらの取組については、経過措置期間であってもより早期に取組を行うことが望ましいも

のであることに留意すること。

(R3.4.21令和3年度介護報酬改定に関するQ&A（Vol.7）) 

６年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.１）（令和６年３月 15 日）問 164 を次のとおり修正す

る。 

【業務継続計画未策定減算について】 

（問７） 

業務継続計画未策定減算はどのような場合に適用となるのか。 

（答） 

・ 感染症若しくは災害のいずれか又は両方の業務継続計画が未策定の場合や、当該業務継続計画に

従い必要な措置が講じられていない場合に減算の対象となる。

・ なお、令和３年度介護報酬改定において業務継続計画の策定と同様に義務付けられた、業務継続計

画の周知、研修、訓練及び定期的な業務継続計画の見直しの実施の有無は、業務継続計画未策定減

算の算定要件ではない。

 (R6.5.17令和6年度介護報酬改定に関するQ&A（Vol.6）) 

【高齢者虐待防止措置未実施減算について】 

（問１６７） 

高齢者虐待が発生していない場合においても、虐待の発生又はその再発を防止 するための全ての

措置（委員会の開催、指針の整備、研修の定期的な実施、担当者を 置くこと）がなされていなけ

れば減算の適用となるのか。 

 （答） 

・ 減算の適用となる。

・ なお、全ての措置の一つでも講じられていなければ減算となることに留意すること。
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（問１６８） 

運営指導等で行政機関が把握した高齢者虐待防止措置が講じられていない事実 が、発見した日の

属する月より過去の場合、遡及して当該減算を適用するのか。 

 （答） 

過去に遡及して当該減算を適用することはできず、発見した日の属する月が「事実が生 じた月」

となる。 

（問１６９） 

高齢者虐待防止措置未実施減算については、虐待の発生又はその再発を防止するための全ての措

置（委員会の開催、指針の整備、研修の定期的な実施、担当者を置くこと）がなされていない事

実が生じた場合、「速やかに改善計画を都道府県知事に提出した後、事実が生じた月から三月後

に改善計画に基づく改善状況を都道府県知事に報告することとし、事実が生じた月の翌月から改

善が認められた月までの間について、入居者全員について所定単位数から減算することとする。」

こととされているが、施設・事業所から改善計画が提出されない限り、減算の措置を行うことは

できないのか。 

 （答） 

改善計画の提出の有無に関わらず、事実が生じた月の翌月から減算の措置を行って差し支えな

い。当該減算は、施設・事業所から改善計画が提出され、事実が生じた月から３か月以降に当該計

画に基づく改善が認められた月まで継続する。 

【虐待防止委員会及び研修について】 

（問１７０） 

居宅療養管理指導や居宅介護支援などの小規模な事業者では、実質的に従業者が１名だけという

ことがあり得る。このような事業所でも虐待防止委員会の開催や研修を定期的にしなければなら

ないのか。 

 （答） 

・ 虐待はあってはならないことであり、高齢者の尊厳を守るため、関係機関との連携を密にして、

規模の大小に関わりなく虐待防止委員会及び研修を定期的に実施していただきたい。小規模事業

所においては他者・他機関によるチェック機能が得られにくい環境にあることが考えられること

から、積極的に外部機関等を活用されたい。

・ 例えば、小規模事業所における虐待防止委員会の開催にあたっては、法人内の複数事業所による

合同開催、感染症対策委員会等他委員会との合同開催、関係機関等の協力を得て開催することが

考えられる。

・ 研修の定期的実施にあたっては、虐待防止委員会同様法人内の複数事業所や他委員会との合同開

催、都道府県や市町村等が実施する研修会への参加、複数の小規模事業所による外部講師を活用

した合同開催等が考えられる。

・ なお、委員会や研修を合同で開催する場合は、参加した各事業所の従事者と実施したことの内容

等が記録で確認できるようにしておくことに留意すること。

・また、小規模事業所等における委員会組織の設置と運営や、指針の策定、研修の企画と運営に関

しては、以下の資料の参考例（※）を参考にされたい。

 （※）社会福祉法人東北福祉会認知症介護研究・研修仙台センター「施設・事業所における高齢者

虐待防止のための体制整備-令和 3 年度基準省令改正等に伴う体制整備の基本と参考例」令和 3 

年度老人保健健康増進等事業、令和 4 年 3 月。 

（R6.3.15 平成6年度介護報酬改定Q&A(Vol.1)） 
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（福祉用具貸与Ｑ＆Ａ） 

（問１） 

 月途中でサービス提供の開始及び中止を行った場合の算定方法について 

  （答） 

    福祉用具貸与の介護報酬については、公定価格を設定せず、歴月単位の実勢価格としている。福

祉用具貸与の開始月と中止月が異なり、かつ、当該月の貸与期間が一月に満たない場合については、

当該開始月及び中止月は日割り計算を行う。ただし、当分の間、半月単位の計算方法を行うことも

差し支えない。いずれの場合においても、居宅介護支援事業者における給付計算が適切になされる

よう、その算定方法を運営規定に記載する必要がある。 

  なお、介護給付費明細書の記載方法について、福祉用具貸与を現に行った日数を記載することと

なったことに留意する。 

（H15.6.30介護報酬に係るQ&Avol.2） 

 

 

【付属品を追加して貸与する場合】 

（問２） 

 車椅子やベッドを借りた後、身体の状況の変化等により必要がある場合には、付属品のみを追加

して貸与を受けることも可能か。 

  （答） 

    平成 12 年 1 月 31 日老企第 34 号通知の付属品の説明に記載されているとおり、既に利用者が車

椅子や特殊寝台を介護保険の給付として貸与されている場合、後から追加的に貸与される場合も算

定できる。 

（H12.4.28介護報酬等に係るQ&A vol.2） 

 

 

【付属品のみの貸与】 

（問３） 

 介護保険の給付を受けずに車いす、特殊寝台を使用している者が、車いす付属品、特殊寝台付属

品のみの貸与を受けた場合でも、介護保険の給付対象となるか。 

  （答） 

   既に車いす、特殊寝台を使用している場合には、これらについて介護保険の給付を受けているか否

かにかかわらず、車いす付属品、特殊寝台付属品のみの貸与について保険給付を受けることは可能

である。 

（H12.11.22福祉用具貸与及び住宅改修の範囲の変更に係るQ&Aについて） 

 

 

【体位変換器】 

（問４） 

 福祉用具貸与の対象となる体位変換器について、「専ら体位を保持するためのものは除かれる」

とあるが、これは、体位の保持にも用いることができ、かつ、身体の下に挿入することが容易に

できるような工夫を施す等により、体位の変換が容易にできるようにするものを排除するもので

はないと解してよいか。 

   （答） 

    当該ただし書きは、まくら、座布団等、通常専ら就寝や安息のための用途に供されるものを除外
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する趣旨である。従って、使用法によっては体位の保持の機能を持つものであっても、身体の下へ

の挿入が容易で、かつ、挿入後も形態が崩れないなど体位の変換に容易に活用できるものであれば、

対象となる。 

（H14.3.28事務連絡運営基準等に係るQ&A） 

（問５） 

同一品目の福祉用具を複数レンタルすることは可能か。 

 （答） 

   屋内用と屋外用の２台の車いすをレンタルする場合等必要性が認められる場合は可能である。 

（WAMNET Q&A） 

【利用料金の設定について】 

（問６） 

利用料については搬出入料を含めることになるが、６ヶ月の貸与期間で、搬出入料を一月目にま

とめ、あとの５ヶ月間については平準化した料金を設定するのは可能か。 

 （答） 

 搬出入費の考え方については、レンタル価格に包括して平準化する事としており、初月に搬出入

費をまとめることは、平準化しているとは言えないことからできない。 

（WAMNET Q&A） 

（問７） 

福祉用具サービス計画に、必ず記載しなければならない事項は何か。 

（答） 

 指定基準では、福祉用具サービス計画について、「利用者の心身状況、希望及び置かれている環

境を踏まえて、福祉用具貸与の目標、当該目標を達成するための具体的なサービスの内容等を記載」

することとしている。 

これを踏まえ、福祉用具サービス計画には、最低限次の事項の記載が必要であると考えられる。 

・ 利用者の基本情報（氏名、年齢、性別、要介護度等）

・ 福祉用具が必要な理由

・ 福祉用具の利用目標

・ 具体的な福祉用具の機種と当該機種を選定した理由

・ その他関係者間で共有すべき情報（福祉用具を安全に利用するために特に注意が必要な事項、

日常の衛生管理に関する留意点等） 

（H24.3.16介護報酬等に係るQ&A） 

（問８） 

機能や価格帯の異なる複数の商品の提示が困難な場合は、１つの商品の提示で良いか。 

（答） 

例えば、他に流通している商品が確認できない場合、福祉用具本体の選択により適合する付属品

が定まる場合は、差し支えない。 

（H30.3.23 平成30年度介護報酬改定Q&A(Vol.1)問 130） 
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（福祉用具貸与･特定福祉用具販売） 

【モニタリングの実施時期について】 

（問３） 

福祉用具貸与計画の実施状況の把握（モニタリング）を行う時期を記載することとされたが、計

画に記載する事項として、モニタリングの実施を予定する年・月に加え、日付を記載する必要が

あるのか。 

（答） 

 福祉用具貸与計画における次回のモニタリング実施時期については、例えば「何年何月頃」や「何

月上旬」等の記載を想定しており、必ずしも確定的な日付を記載する必要はない。一方で、利用者

の身体状況や ADL に著しい変化が見込まれる場合等、利用者の状況に応じて特定の日に実施する

必要があると判断されるときは日付を記載することも考えられる。 

（R6.4.30平成6年度介護報酬改定Q&A(Vol.5)） 

（問４） 

福祉用具貸与計画に記載する実施状況の把握（モニタリング）の実施時期は、どのように検討す

ればよいのか。 

（答） 

 利用者の希望や置かれている環境、疾病、身体状況及び ADL の変化等は個人により異なるもの

であるから、モニタリングの実施時期は利用者ごとに検討する必要がある。 

（R6.4.30平成6年度介護報酬改定Q&A(Vol.5)） 

【選択制の対象となる福祉用具の購入後の対応について】 

（問５） 

選択制の対象となる福祉用具を購入したのちに、修理不能の故障などにより新たに必要となった

場合、特定福祉用具販売だけでなく福祉用具貸与を選択することは可能か？また、販売後に身体

状況の変化等により、同じ種目の他の福祉用具を貸与することは可能か。 

（答） 

 いずれも可能である。なお、福祉用具の販売または貸与のいずれかを提案するに当たっては、利

用者の身体の状況等を踏まえ、十分に検討し判断すること。 

（R6.4.30平成6年度介護報酬改定Q&A(Vol.5)） 

【医学的所見の取得について】 

（問６） 

理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士のリハビリテーション専門職から医学的な所見を取得し

ようとする場合、利用者を担当している福祉用具貸与事業所にリハビリテーション専門職が所属

していれば、その職員から医学的所見を取得することは可能か。 

また、利用者を担当している福祉用具専門相談員が、理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士の

資格を所持している場合は、当該福祉用具専門相談員の所見を持って医学的所見とすることは可

能か。 

（答） 

 選択制の提案に必要な医学的所見の取得に当たっては、利用者の身体状況や生活環境等の変化の

観点から、利用者の過去の病歴や身体状況等を把握している専門職から聴取することを想定してお

り、例えば、質問で挙げられている職員が、医師と連携のもと利用者の入院期間中にリハビリテー

ションを担当している場合や、利用者に訪問リハビリテーションも提供している場合等であれば可

能である。 

（R6.4.30平成6年度介護報酬改定Q&A(Vol.5)） 
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（問７） 

選択制の検討・提案に当たって医学的所見の取得に当たり、所見の取得方法や様式の指定はある

のか？ 

（答） 

聴取の方法や様式に特段の定めはない。 

（R6.4.30平成6年度介護報酬改定Q&A(Vol.5)） 

（問８） 

一度貸与を選択した利用者に対して、一定期間経過後に、再度貸与の継続または販売への移行を

提案する場合において、改めて医師やリハビリテーション専門職から医学的所見を取得する必要

があるのか？ 

（答） 

 販売への移行を提案する場合においては、医師、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士のいずれ

かから聴取した意見又は、退院・退所時カンファレンス又はサービス担当者会議といった多職種に

よる協議の結果を踏まえる必要がある。貸与の継続に当 たっては、必要に応じて聴取等をするも

のとして差し支えない。 

（R6.4.30平成6年度介護報酬改定Q&A(Vol.5)） 

【選択制の対象の販売品について】 

（問９） 

選択制対象福祉用具に関しての中古品の販売は可能か。 

（答） 

 今般の選択制の導入以前から特定福祉用具販売の対象になっている福祉用具は、再利用に心理的

抵抗感が伴うものや、使用により形態・品質が変化するものであり、基本的には中古品の販売は想

定していない。 

また、選択制の導入に伴い、「固定用スロープ」「歩行器」「単点杖」「多点杖」が新たに特定

福祉用具販売の対象となったが、これらについても原則として新品の販売を想定している。これは、

福祉用具貸与では中古品の貸出しも行われているところ、福祉用具貸与事業所によって定期的なメ

ンテナンス等が実施され、過去の利用者の使用に係る劣化等の影響についても必要に応じて対応が

行われる一方で、特定福祉用具販売では、販売後の定期的なメンテナンスが義務付けられていない

こと等を踏 まえたものである。 

（R6.4.30平成6年度介護報酬改定Q&A(Vol.5)） 

（問１０） 

選択制の対象である福祉用具を貸与から販売に切り替える際、既に当該福祉用具の販売が終了し

ていて新品を入手することが困難な場合は、同等品の新品を販売することで代えることは可能か。 

（答） 

利用者等に説明を行い、同意を得れば可能である。 

（R6.4.30 平成6年度介護報酬改定Q&A(Vol.5)） 

【特定福祉用具販売種目の再支給等について】 

（問９８） 

特定福祉用具販売の種目は、どのような場合に再支給又は複数個支給できるの か。 
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（答） 

 居宅介護福祉用具購入費の支給が必要と認める場合については、介護保険法施行規則第 70 条第

２項において「当該既に購入した特定福祉用具又は特定介護予防福祉用具が破損した場合、当該居

宅要介護被保険者の介護の必要の程度が著しく高くなった場合その他特別の事情がある場合であ

って、市町村が当該申請に係る居宅介護福祉用具購入費の支給が必要と認めるときは、この限りで

ない。」とされており、「その他特別な事情」とは、利用者の身体状況や生活環境等から必要と認

められる場合の再支給のほか、ロフストランドクラッチやスロープのような種目の性質等から複数

個の利用が想定される場合も含まれる。 

（R6.3.15平成6年度介護報酬改定Q&A(Vol.1)） 

【貸与と販売の選択制における令和 6年 4 月 1 日（以下、「施行日」という）以前の利用者につい

て】 

（問９９） 

厚生労働大臣が定める特定福祉用具販売に係る特定福祉用具の種目及び厚生労働大臣が定める特

定介護予防福祉用具販売に係る特定介護予防福祉用具の種目（平成 11 年厚生省告示第 94 号）第

７項～第９項にそれぞれ掲げる「スロープ」「歩行器」「歩行補助つえ」（以下、「選択制の対象

福祉用具」という）を施行日以前より貸与している利用者は、施行日以後に特定福祉用具販売を

選択することができるのか。 

（答） 

 貴見のとおりである。なお、利用者が販売を希望する場合は福祉用具貸与事業者、特定福祉用具

販売事業者、居宅介護支援事業者において適切に連携すること。 

（R6.3.15平成6年度介護報酬改定Q&A(Vol.1)） 

（問１００） 

施行日以降より選択制の対象福祉用具の貸与を開始した利用者へのモニタリング時期はいつにな

るのか。 

（答） 

 施行日以後に貸与を開始した利用者に対しては、利用開始時から６月以内に少なくとも１回モニ

タリングを実施することとしているが、施行日以前の利用者に対しては、利用者ごとに適時適切に

実施すること。 

（R6.3.15平成6年度介護報酬改定Q&A(Vol.1)） 

【貸与と販売の提案に係る利用者の選択に資する情報提供について】 

（問１０１） 

福祉用具専門相談員又は介護支援専門員が提供する利用者の選択に当たって必要な情報とはどう

いったものが考えられるか。 

（答） 

利用者の選択に当たって必要な情報としては、 

・ 利用者の身体状況の変化の見通しに関する医師やリハビリテーション専門職等から聴取した意

見

・ サービス担当者会議等における多職種による協議の結果を踏まえた生活環境等の変化や福祉用

具の利用期間に関する見通し

・ 貸与と販売それぞれの利用者負担額の違い

・ 長期利用が見込まれる場合は販売の方が利用者負担額を抑えられること
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・ 短期利用が見込まれる場合は適時適切な福祉用具に交換できる貸与が適していること

・ 国が示している福祉用具の平均的な利用月数（※）

 等が考えられる。 

※ 選択制の対象福祉用具の平均的な利用月数（出典：介護保険総合データベース）

・ 固定用スロープ：１３.２ヶ月

・ 歩行器 ：１１.０ヶ月

・ 単点杖 ：１４.６ヶ月

・ 多点杖 ：１４.３ヶ月

（R6.3.15平成6年度介護報酬改定Q&A(Vol.1)） 

【担当する介護支援専門員がいない利用者について】 

（問１０２） 

担当する介護支援専門員がいない利用者から福祉用具貸与事業所又は特定福祉用具販売事業所に

選択制の対象福祉用具の利用について相談があった場合、どのような対応が考えられるのか。 

（答） 

 相談を受けた福祉用具貸与事業所又は特定福祉用具販売事業所は、当該福祉用具は貸与と販売を

選択できることを利用者に説明した上で、利用者の選択に必要な情報を収集するために、地域包括

支援センター等と連携を図り対応することなどが考えられる。 

（R6.3.15平成6年度介護報酬改定Q&A(Vol.1)） 

【貸与と販売の選択に係る情報提供の記録方法について】 

（問１０３） 

福祉用具専門相談員は、利用者に貸与と販売の選択に資する適切な情報を提供したという事実を

何に記録すればよいのか。 

（答） 

福祉用具貸与・販売計画又はモニタリングシート等に記録することが考えられる。 

（R6.3.15平成6年度介護報酬改定Q&A(Vol.1)） 

【選択制の対象福祉用具の販売後の取り扱いについて】 

（問１０４） 

選択制の対象種目の販売後のメンテナンス等に係る費用は利用者が負担するのか。 

（答） 

 販売後のメンテナンス等にかかる費用の取扱いについては、利用者と事業所の個別契約に基づき、

決定されるものと考えている。 

（R6.3.15平成6年度介護報酬改定Q&A(Vol.1)） 

【スロープの給付に係るサービス区分に係る判断基準ついて】 

（問１０５） 

スロープは、どのような基準に基づいて「福祉用具貸与」、「特定福祉用具販売」、「住宅改修」

に区別し給付すればよいのか。 

（答） 

取り付けに際し、工事を伴う場合は住宅改修とし、工事を伴わない場合は福祉用具貸与又は特定

福祉用具販売とする。 

（R6.3.15 平成6年度介護報酬改定Q&A(Vol.1)） 
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（特定福祉用具販売Ｑ＆Ａ） 

【腰掛け便座の給付対象範囲】 

（問１） 

腰掛け便座の範囲は、家具調のもの、ウォームアップ機能付きのものなど高額なものもあるが、

特に制限はないか。  

 （答） 

   家具調のもの等、金額にかかわらず、利用者が選択すれば給付対象として差し支えない。 

（H12.4.28介護報酬等に係るQ&A vol.2） 

【部品購入費】 

（問２） 

介護保険の適用となる特定福祉用具の部品を交換した場合の部品購入費は福祉用具購入費の対象

となるか。  

 （答） 

 福祉用具を構成する部品については、福祉用具購入費の対象となる福祉用具であって、製品の構

造上、部品交換がなされることが前提となっている部品について、市町村が部品を交換することを

必要と認めた場合には、介護保険の適用対象となる。 

（H12.4.28介護報酬等に係るQ&A vol.2） 

【福祉用具購入費の支給】 

（問３） 

福祉用具購入費の支給について、下のようなケースの限度額管理はいずれの年度において行われ

るか。 

① 平成 12 年度に福祉用具の引渡を受け、平成 13 年度に代金を支払い保険給付を請求したケー

ス

② 平成 12 年度に福祉用具の引渡を受け代金も支払ったが、保険給付の請求は平成 13 年度に行

ったケース

 （答） 

   介護保険法第44条においては、福祉用具を購入したとき、すなわち代金を完済したときに保険給

付の請求権が発生し、当該購入した日（代金を完済した日：実務的には領収証記載の日付）の属す

る年度において支給限度額を管理することとされている。 

 したがってケース①は平成13年度において、ケース②は平成12年度において、それぞれ限度額

管理が行われる。 

※保険給付の請求権の消滅時効については、保険給付の請求権の発生時（代金を完済した日）の

翌日を起算日とする。 

（H14.3.28運営基準等に係るQ&A） 

【未指定の事業者】 

（問４） 

施行日以降、指定を受けていない事業者で利用者が特定福祉用具を購入した場合であっても、当

分の間、保険者の判断で福祉用具購入費を支給することは可能か。  
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 （答） 

 認められない。 

特定福祉用具販売は、今回の制度改正により、福祉用具専門相談員が関与する「サービス」とし

て位置づけられたものであり、その「サービスの質」が担保されない「購入」に対して福祉用具購

入費を支給することは認められない。 

（H18.3.27平成18年 4月改定関係Q＆Avol.2） 
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９ 参考資料 

○厚生労働大臣が定める福祉用具貸与及び介護予防福祉用具貸与に係る福祉用具の種目（平成

11 年 3 月 31 日厚生省告示第 93 号）

https://www.mhlw.go.jp/web/t_doc?dataId=82999420&dataType=0&pageNo=1

○厚生労働大臣が定める特定福祉用具販売に係る特定福祉用具の種目及び厚生労働大臣が定

める特定介護予防福祉用具販売に係る特定介護予防福祉用具の種目（平成 11 年 3 月 31 日厚

生省告示第 94 号）

https://www.mhlw.go.jp/web/t_doc?dataId=82999421&dataType=0&pageNo=1

○「介護保険の給付対象となる福祉用具及び住宅改修の取扱いについて（平成 12 年 1 月 31 日

老企第 34 号）」の改正について（令和４年老高発 0331 第２号） 

https://www.mhlw.go.jp/content/000923059.pdf （令和 4 年 3 月 31 日介護保険最新情報

vol.1059） 

○厚生労働大臣が定める基準に適合する利用者等（平成 27 年 3 月 23 日厚生労働省告示第 94

号）

https://www.mhlw.go.jp/web/t_doc?dataId=82ab4583&dataType=0&pageNo=1

○複数の福祉用具を貸与する場合の運用について（平成 27 年 3 月 27 日老振発第 0327 第 3 号） 

https://www.mhlw.go.jp/file/06-Seisakujouhou-12300000-Roukenkyoku/0000080902.pdf

○「ふくせん福祉用具サービス計画書（選定提案）」作成ガイドライン

https://www.zfssk.com/sp/1204_monitoring/2018_guideline.pdf

○令和６年度介護報酬改定に伴うふくせん福祉用具サービス計画書への対応

https://www.zfssk.com/sp/1204_monitoring/r6_document.pdf

○医療・介護ベッド用サイドレール等のすき間に頭や首、手首などを挟む事故等の未然防止の

ための安全点検について（平成 24 年老老発 0606 第 1 号他）

https://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/2r9852000002cv6c.html

○介護ベッドに関する注意喚起について（依頼）

https://www.wam.go.jp/gyoseiShiryou-files/documents/2020/1020090509552/

ksvol.883.pdf （令和 2 年 10 月 19 日介護保険最新情報 vol.883）

○介護保険制度によるハンドル型電動車いすの利用者に係る鉄道利用について（平成 24 年 1

月 24 日老健局事務連絡）

https://www.wam.go.jp/wamappl/26kyoto/26bb01kj.nsf/6b16380d97f55135492567d0000714

b4/5337b4f8fc5ba0fd4925799200247515/$FILE/国事務連絡.pdf

○ハンドル形電動車椅子を使用中の事故防止に向けた対応について（通知）（平成 29 年老高

発第 0331 号第 3 号）

https://www.mhlw.go.jp/web/t_doc?dataId=00tc2719&dataType=1&pageNo=1
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○「ハンドル形電動車椅子安全利用に関する知識・技能についての教育・訓練の基本項目」に

ついて（平成 30 年 4 月 18 日老健局事務連絡）

※４８ページ参照

○福祉用具の全国平均貸与価格及び貸与価格の上限の公表について（平成 30 年 7 月 13 日老健

局事務連絡）

https://www.mhlw.go.jp/content/12300000/122.pdf

○福祉用具貸与に係る機能や価格帯の異なる複数商品の提示等に当たっての説明様式・ガイド

ラインについて(情報提供)（平成 30 年 4 月 27 日老健局事務連絡）

※５３ページ参照

○福祉用具貸与及び介護予防福祉用具貸与の基準について

https://www.mhlw.go.jp/content/12300000/000878398.pdf
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事 務 連 絡

平成 30 年４月 18 日

都道府県

各 指定都市 介護保険主管課（室） 御中

中 核 市

厚生労働省老健局高齢者支援課

「ハンドル形電動車椅子安全利用に関する知識・技能についての教育・訓練の基本

項目」について

日頃より、介護保険行政に御尽力いただき、厚く御礼申し上げます。

ハンドル形電動車椅子の使用に係る事故防止に向けては、「ハンドル形電動車椅子を

使用中の事故防止に向けた対応について（通知）」（平成 29 年３月 31 日老高発 0331 第

３号）でお知らせしたころですが、今般、消費者庁より、添付のとおり、「ハンドル形

電動車椅子安全利用に関する知識・技能についての教育・訓練の基本項目」について

の周知依頼がありましたので、お知らせします。

つきましては、管内市町村及び福祉用具貸与事業者等に対し、広く周知いただくと

ともに、遺漏なく御対応いただきますようお願いします。

【厚生労働省担当】

厚生労働省老健局 高齢者支援課

福祉用具・住宅改修係

電 話：03-5253-1111（内 3985）

e-mail： fukushiyougu@mhlw.go.jp
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＜参考＞「ハンドル形電動車椅子を使用中の事故防止に向けた対応について（通知）」

（平成 29 年３月 31 日老高発 0331 第３号）（抜粋）

３ 「４ 厚生労働大臣、経済産業大臣及び消費者庁長官への意見」に係る対応について

本意見においては、「関係機関及び団体の協力を得て、介護保険制度を利用したレンタル利

用者に対して、運転に必要な知識の教育と危険回避に必要な技能の体験型訓練の重要性を周

知し、それらへの参加を促すとともに、これらの教育・訓練を地域の特徴に合わせて継続的

に実施すること。」とされています。

現在でも、都道府県警察、市町村、電動車いす安全普及協会等において、ハンドル形電動

車いす利用者等に対する講習会等（以下「講習会等」という。）を実施していますが、これら

の取組を一層効果的なものとするため、関係省庁と連携し、必要な検討を行ってきました。

これを踏まえ、都道府県警察においては、

・ 市町村、電動車いす安全普及協会等が講習会等を実施する場合には、その求めに応

じて必要な協力を行うこと

・ 都道府県警察が講習会等を実施する場合には、市町村、電動車いす安全普及協会等

からの求めに応じて開催日等の情報提供を行うとともに、福祉用具貸与事業者等の求

めに応じて講習会等への参加を可能とすること

などの取組を進めることとしています。

また、電動車いす安全普及協会においては、

・ 可能な限り講習会等に模擬体験等の体験型講習を取り入れること

・ 福祉用具貸与事業者等の求めに応じて講習会等への参加を可能とすること

などの取組を進めることとしています。

市町村においても、本趣旨について御理解いただくとともに、

・ 講習会等の開催に当たって、必要に応じて都道府県警察に協力を依頼すること

・ 可能な限り講習会等に模擬体験等の体験型講習を取り入れること

・ 福祉用具貸与事業者等の求めに応じて講習会等への参加を可能とすること

などの取組を進めていただきますよう御協力をお願いします。

＜参考＞「消費者安全法第33条の規定に基づく意見」（平成28年７月22日 消安委第62号）（抜粋）

４ 厚生労働大臣、経済産業大臣及び消費者庁長官への意見

運転に必要な知識教育と危険回避に必要な技能訓練の実施

厚生労働大臣は、関係機関及び団体の協力を得て、介護保険制度を利用したレンタル利用者に

対して、運転に必要な知識の教育と危険回避に必要な技能の体験型訓練の重要性を周知し、それ

らへの参加を促すとともに、これらの教育・訓練を地域の特徴に合わせて継続的に実施すること。

経済産業大臣は、関係機関及び団体の協力を得て、ハンドル形電動車椅子の購入使用者に対し

て、運転に必要な知識の教育と危険回避に必要な技能の体験型訓練の重要性を周知し、それらへ

の参加を促すとともに、これらの教育・訓練を地域の特徴に合わせて継続的に実施すること。

消費者庁長官は、こうした教育・訓練が、複数の行政機関の関与を必要とすることから、本施

策の遂行に当たっては、効果的な運用となるよう実施計画等について十分な調整を行うこと。
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＜別添＞

平成 30 年４月 12 日 

ハンドル形電動車椅子安全利用に関する知識・技能についての

教育･訓練の基本項目

消費者庁消費者安全課

消費者庁では、ハンドル形電動車椅子（以下、「電動車椅子」という。）の利用者が運転に

必要な知識と危険回避に必要な技能を理解・習得し、安全に利用できるよう、購入時や貸与

時の操作説明、安全講習会に取り入れていただきたい教育・訓練の基本項目を以下のとおり

まとめました。

基本項目の活用により、電動車椅子の事故防止に取り組んでいただきますようお願いしま

す。基本項目の実施に当たっては、後出の参考資料もご覧ください。

【教育・訓練の基本項目】

以下の各項目を利用者が理解、習得できるものとする。下記２．及び３．の項目について

は、受講者の安全を確保しつつ、模擬体験・指導員等による実演を実施し、実施できない場

合は映像などを用いた説明を実施することが望ましい。また、下記４．の項目については、

現地での確認が実施できない場合は、地図等を活用し、リスクの確認を行うことが望ましい。 

１．電動車椅子を安全に利用するに当たっての基礎知識

① 電動車椅子の利用者は、道路交通法上、歩行者とみなされること。

② 電動車椅子を利用する際は、歩道を走行するなど歩行者としての通行区分に従う

こと。

※ 上記の点に係る法令等の変更があった場合には、その内容について説明すること。 

２．電動車椅子を安全に利用するための操作の基本

① アクセルレバーを触れることによる意図しない発進があり危険であること。

② 急停止操作及び手動ブレーキ操作
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３．電動車椅子の利用時に注意すべき危険な事例とその対応策

① 踏切内での脱輪：踏切の端に寄り過ぎないこと、介助者と一緒に同行すること。 
② 急坂での転倒：10 度を超える急坂の通行は避けること。

③ 傾斜地・横断勾配での転倒：体を傾斜の高い方に傾けてバランスを取ること。急

勾配の場合には通行を避けること。

④ 段差・溝の乗り越えでの転倒：段差や溝に対して直角に進むこと。

⑤ 側溝や用水路への転落：道路の端から必要な間隔をあけること。

４．電動車椅子の利用者の行動範囲内に潜む危険リスクの確認

電動車椅子の利用者の行動範囲内において、上記３．記載の危険な事例が起こり

そうな箇所を指導員等の付き添いの下で利用者の安全を確保しつつ、現地で確認し

ておくこと。

※ 工事などで通行が困難な場合に備え、電動車椅子の利用者の行動範囲の迂回路

も確認しておくことが望ましい。

５．安全利用のために普段から心がけること

① 使用前の点検

② バッテリー容量の確認

③ 定期的なメンテナンス

６．賠償保険及び傷害保険の説明

事故に備え、損害保険や傷害保険への加入が望ましいことを説明すること。

＜参考資料＞

警察庁 電動車いすの安全利用に関するマニュアル

https://www.npa.go.jp/bureau/traffic/anzen/e_wheelchair.html 
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老 高

事 務 連 絡 

平成 30 年４月 27 日 

都道府県 

各 指定都市 介護保険主管課（室） 御中 

中 核 市 

厚生労働省老健局高齢者支援課 

福祉用具貸与に係る機能や価格帯の異なる複数商品の提示等に当たっての 

説明様式・ガイドラインについて（情報提供） 

日頃より、介護保険行政に御尽力いただき、厚く御礼申し上げます。 

福祉用具貸与については、利用者が適切な商品を選択する観点から、福祉用具

専門相談員が機能や価格帯の異なる複数の商品を利用者に提示するほか、利用者

に交付する福祉用具貸与計画書をケアマネジャーにも交付するといった取組が 

本年４月から実施されているところです。 

あわせて、本年 10 月からは、貸与しようとする商品の特徴や貸与価格に加え、

当該商品の全国平均貸与価格も利用者に説明することとしています。 

これらを踏まえ、一般社団法人全国福祉用具専門相談員協会では、「福祉用具の

適切な貸与に関する普及啓発事業」（平成 29 年度老人保健健康増進等事業）にお

いて、複数商品の提示等に当たっての説明様式やガイドラインを作成しました。 

つきましては、管内市町村及び福祉用具貸与事業者等に対し、広く周知いただ

くとともに、適切かつ円滑な制度の施行に向けて、御活用いただきますようお願

いします。 

＜掲載先：一般社団法人全国福祉用具専門相談員協会ホームページ＞ 

① 説明様式

（http://www.zfssk.com/sp/1204_monitoring/index.html）

② ガイドライン

（http://zfssk.rgr.jp/h30reportpdf/h30report_08.pdf）

③ 「福祉用具の適切な貸与に関する普及啓発事業」報告書

（http://www.zfssk.com/sp/1302_chosa/2018_index.html）
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【担当】 

  厚生労働省老健局 高齢者支援課 

福祉用具・住宅改修係 

電   話：03-5253-1111（内 3985） 

e-mail： fukushiyougu@mhlw.go.jp
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